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第一部【企業情報】 

  

第１【企業の概況】 

  

１【主要な経営指標等の推移】 

  

回次 第21期 第22期 第23期 第24期 第25期 

決算年月 平成14年２月 平成15年２月 平成16年２月 平成17年２月 平成18年２月

(1）連結経営指標等     

売上高（千円） 8,184,453 6,761,808 7,649,221 8,237,141 9,533,157

経常利益（千円） 763,282 126,993 429,529 380,149 773,728

当期純利益（千円） 429,503 34,918 207,614 226,754 416,968

純資産額（千円） 1,776,857 1,769,459 1,914,972 2,123,066 2,507,033

総資産額（千円） 4,577,208 3,882,988 4,480,253 5,212,503 5,782,963

１株当たり純資産額（円） 334.13 254.49 278.26 305.60 180.70

１株当たり当期純利益（円） 87.05 5.02 29.96 32.75 29.90

潜在株式調整後１株当たり当
期純利益（円） 

84.75 4.94 29.59 32.47 29.88

自己資本比率（％） 38.82 45.57 42.74 40.73 43.35

自己資本利益率（％） 30.71 1.97 11.27 11.23 18.01

株価収益率（倍） 10.51 40.84 17.12 14.66 17.66

営業活動によるキャッシュ・
フロー（千円） 

201,754 260,906 138,881 △ 251,771 728,069

投資活動によるキャッシュ・
フロー（千円） 

△ 284,435 2,752 △ 119,970 △ 316,400 △ 159,798

財務活動によるキャッシュ・
フロー（千円） 

△ 496,928 △ 438,968 △ 65,604 410,302 △ 489,348

現金及び現金同等物の期末残
高（千円） 

999,886 824,577 777,884 620,014 698,936

従業員数 
（ほか、平均臨時雇用者数）
（人） 

249 
（ 3）

242
（ 4）

259
（ 5）

284 
（ 8）

292
（ 5）



（注）１．売上高には消費税等は含まれておりません。 

２．平成13年６月20日付をもって、500円額面株式１株を50円額面株式20株に分割しております。 

なお、１株当たり当期純利益は、株式分割が期首に行われたものとして計算しております。 

３．平成14年４月19日付をもって、１:1.3の株式分割をしております。 

なお、１株当たり当期純利益は、株式分割が期首に行われたものとして計算しております。 

４．平成17年10月20日付をもって、１：２の株式分割をしております。 

なお、１株当たり当期純利益は、株式分割が期首に行われたものとして計算しております。 

  

  

回次 第21期 第22期 第23期 第24期 第25期 

決算年月 平成14年２月 平成15年２月 平成16年２月 平成17年２月 平成18年２月

(2）提出会社の経営指標
等 

    

売上高（千円） 6,987,103 5,426,446 5,914,651 3,097,168 667,150

経常利益（千円） 638,117 80,038 485,814 191,924 173,324

当期純利益（千円） 356,588 15,545 278,409 130,653 106,714

資本金（千円） 439,453 441,866 444,338 448,727 456,001

発行済株式総数（株） 5,317,760 6,954,688 6,994,988 7,061,288 14,245,776

純資産額（千円） 1,678,217 1,651,786 1,867,057 1,977,767 2,049,243

総資産額（千円） 4,270,981 3,507,193 4,067,412 4,362,237 3,744,775

１株当たり純資産額（円） 315.58 237.57 271.30 284.69 147.70

１株当たり配当額 
（うち１株当たり中間配当
額）（円） 

10 
（ －）

5
（ －）

7
（ －）

7 
（ －）

5
（ －）

１株当たり当期純利益（円） 72.27 2.23 40.18 18.87 7.65

潜在株式調整後１株当たり当
期純利益（円） 

70.36 2.19 39.68 18.71 7.65

自己資本比率（％） 39.29 47.10 45.90 45.34 54.72

自己資本利益率（％） 26.69 0.93 15.82 6.80 5.30

株価収益率（倍） 12.66 91.93 12.77 25.44 69.02

配当性向（％） 13.84 224.22 17.42 37.10 65.36

従業員数 
（ほか、平均臨時雇用者数）
（人） 

234 
（ 2）

215
（ 2）

200
（ 2）

16 
（ 1）

19
（ －）



２【沿革】 

  

昭和56年６月 レーザーディスプレイ事業を目的として、東京都渋谷区に資本金１百万円で㈱スタジオ・レイ

を設立 

昭和60年１月 大阪市東成区に大阪事業所を設置 

昭和62年６月 東京都品川区に本社移転 

平成２年８月 三菱商事㈱との合弁により映像事業を目的としてエム・シー・ビジョンズ㈱設立 

平成３年10月 レーザーディスプレイシステム販売事業を営む㈱システム・レイ及びマルチスライド事業を営

む㈱レイ・グラフィックを吸収合併 

商号を㈱レイに変更し、本格的にデジタル映像事業に進出 

平成４年10月 東京都大田区に京浜島事業所を設置し、映像機材レンタル事業を開始 

平成５年３月 東京都港区に本社移転 

平成７年３月 デジタル映像編集事業を営む㈱マックレイを吸収合併 

平成８年２月 コマーシャル事業を目的として㈱クラフトを設立 

映像機材レンタル事業の拠点を東京都大田区より港区に移転 

平成９年９月 グラフィック事業を目的とした㈱クレイグを設立 

平成10年３月 住友商事㈱及び住商エレクトロニクス㈱との合弁によりコンピュータグラフィックス事業を目

的としてデジタルサイト㈱（現：連結子会社）を設立 

平成10年３月 東京都品川区にコンテンツのＤＶＤ化事業を目的として五反田事業所を設置 

平成10年５月 ㈱クラフトを吸収合併 

平成10年６月 大阪市中央区に西日本における企画営業拠点である大阪事業所を設置 

平成11年３月 ㈱クレイグを吸収合併 

平成12年３月 デジタルサイト㈱を簡易株式交換により完全子会社化 

平成12年５月 企画制作会社である㈱ウイーズ・ブレーン（現：連結子会社）を株式買収により子会社化 

平成13年10月 日本証券業協会に株式を店頭登録 

平成14年２月 「プレント」ブランドで、一般企業向けプレゼンテーションサポート事業開始 

平成15年６月 プレイズユニットの一部を㈱ウイーズ・ブレーンに営業譲渡 

平成15年10月 「即チャ」ブランドでモバイルサービス事業分野に進出 

平成16年９月 新設分割により企画制作事業、映像演出事業、映像編集事業を分社化し、㈱プレイズ（現：連

結子会社）、㈱プレント（現：連結子会社）、マックレイ㈱（現：連結子会社）を設立 

吸収分割により機材販売事業（レイシスユニット）をデジタルサイト㈱に承継し、㈱レイは持

株会社制へ移行 

平成16年12月 日本証券業協会への店頭登録を取消し、ジャスダック証券取引所に株式を上場 

平成17年４月 財団法人日本情報処理協会より、プライバシーマークの認定取得 

平成17年10月 子会社㈱ウエップをポノポノコミュニケーションズ㈱（現：連結子会社）に社名変更し、㈱日

経ＢＰの出資を受け、フリーマガジン事業に本格進出 

平成17年12月 次世代型コード「カラーコード」の普及啓蒙、利用促進、販売を目的とするモバイルゲート㈱

（現：連結子会社）を設立 



３【事業の内容】 

当社グループは、グループ全体の経営戦略の立案と遂行を行うとともに各事業会社の管理業務を代行する持株会社である株式会

社レイと、事業体である子会社７社で構成されており、持株会社方式を採用することによって、グループ全体の経営の効率化と業

容拡大を目指しております。子会社７社は、ポノポノコミュニケーションズ㈱を除き、㈱レイの100％子会社であります。事業領域

といたしましては、セールスプロモーション市場をターゲットとするビジネスコミュニケーション事業とデジタルコンテンツ市場

をターゲットとするデジタルコンテンツ事業を行っております。 

当社グループの事業内容及び各子会社の当該事業に係る位置付けは次のとおりであります。なお、プロデュース部門は主にクラ

イアント及び広告代理店より総合企画を受注し、プロダクツ部門は主に制作会社から制作演出を受注しております。 

  

１．ビジネスコミュニケーション事業 

企業のコミュニケーション活動領域において、主にキャンペーン、展示会、博覧会、ショールーム等のセールスプロモーショ

ンの企画制作及び映像機器を活用した演出を行っております。担当する子会社は、以下のとおりであります。 

  

  

＜主要事業である各種催事における仕事の流れと当社グループの役割＞ 

 

  

●プロデュース部門 セールスプロモーション市場において、企画制作を行っております。 

    

㈱プレイズ Ｗeb制作技術やプログラミング力を武器に、展示会、博覧会、ショールーム等

の企画制作演出を行っております。 

    

㈱ウイーズ・ブレーン 販売促進の企画制作や新製品発表会など、戦略的な視点でのプランニングを武

器に企画提案型ビジネスを行っております。 

    

ポノポノコミュニケーショ

ンズ㈱ 

㈱日経ＢＰ等の出資を受け、平成17年10月１日に、事業を開始しております。

現在の主な事業は、２次元バーコードを活用した大人の女性向けフリーマガジ

ン「花日和プチ」を発行しております。 

    

●プロダクツ部門 各種映像演出機器を保有し、各種催事においてレンタル及び演出を行っており

ます。 

    

㈱プレント 販売促進活動、各種催事（コンサートなど）及び学会において使用するデジタ

ル映像機器等のレンタル及び演出を行っております。また企業のプレゼンテー

ションサポート事業も行っております。 



２．デジタルコンテンツ事業 

デジタル映像編集スタジオを保有し、主にＴＶＣＭやＴＶ、映画等のデジタル映像の制作、編集および加工を行っておりま

す。担当する子会社は、以下のとおりであります。 

  

  

＜主要事業である映像制作における仕事の流れと当社グループの役割＞ 

 

  

●プロデュース部門 映像制作市場においてコンテンツ制作を行っており、ＤＶＤの企画発売やＴＶ

ＣＭ制作を行っております。また映像編集機器に精通していることを活かし

て、放送機器販売も行っております。 

    

デジタルサイト㈱ 映画やＴＶＣＭの制作を行うとともに、ＤＶＤ化権や映画の配給権を取得し、

配給や発売を行っております。 

    

モバイルゲート㈱ 平成17年12月に設立され、カラーコードの活用による映像メディアと携帯電話の

連携で、新しいソリューションサービスを目指しております。 

    

●プロダクツ部門 映像編集スタジオを保有し、各種映像の実制作・編集を行っております。 

    

マックレイ㈱ デジタル映像編集スタジオに加え、ＨＤ（高精細度）映像カメラを保有し、撮

影から加工までの一貫した制作基盤を持つ総合デジタル制作会社です。各種映

像のデジタル編集及び加工だけではなく、コンテンツのＤＶＤ化やコンピュー

タグラフィックス制作等も行っております。 



当社グループの位置付けを示すと次のとおりであります。 

  
 

  

  



４【関係会社の状況】 

（注）１．主要な事業の内容欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しております。 

２．ポノポノコミュニケーションズ㈱は、前連結会計年度まで㈱ウイーズ・ブレーンの子会社でありました㈱ウエップの株

式を平成17年８月２日に取得し当社の子会社とし、平成17年８月に商号変更したものであります。 

名称 住所 
資本金 
（千円） 

主要な事業の内容
（注）１ 

議決権の所有割合
又は被所有割合 

（％） 
関係内容 

（連結子会社）       

デジタルサイト㈱ 
（注）３．４ 

東京都港区 100,000 
デジタルコンテン
ツ事業 

100.0

同社に対する経営戦略の
立案・遂行を行うともに
管理業務の代行を行って
おります。 
役員の兼任４名 

㈱ウイーズ・ブレ
ーン 
（注）３ 

東京都港区 20,000 
ビジネスコミュニ
ケーション事業 

100.0

同社に対する経営戦略の
立案・遂行を行うともに
管理業務の代行を行って
おります。 
役員の兼任４名 

㈱プレイズ 
（注）３．４ 

東京都港区 100,000 
ビジネスコミュニ
ケーション事業 

100.0

同社に対する経営戦略の
立案・遂行を行うともに
管理業務の代行を行って
おります。 
役員の兼任４名 

㈱プレント 
（注）３．４ 

東京都港区 100,000 
ビジネスコミュニ
ケーション事業 

100.0

同社に対する経営戦略の
立案・遂行を行うともに
管理業務の代行を行って
おります。 
役員の兼任３名 

マックレイ㈱ 
（注）３．４ 

東京都港区 100,000 
デジタルコンテン
ツ事業 

100.0

同社に対する経営戦略の
立案・遂行を行うともに
管理業務の代行を行って
おります。 
役員の兼任３名 

ポノポノコミュニ
ケーションズ㈱ 
（注）２．４ 

東京都港区 127,000 
ビジネスコミュニ
ケーション事業 

62.9

同社に対する経営戦略の
立案・遂行を行うともに
管理業務の代行を行って
おります。 
役員の兼任２名 

モバイルゲート㈱ 東京都港区 30,000 
デジタルコンテン
ツ事業 

100.0

同社に対する経営戦略の
立案・遂行を行うともに
管理業務の代行を行って
おります。 
役員の兼任３名 



３．下記会社については、売上高（連結相互間の内部売上高を除く）の連結売上高に占める割合が10％を超えております。 

会社名及び主な損益情報等は次のとおりです。 

４．デジタルサイト㈱、㈱プレイズ、㈱プレント、マックレイ㈱及びポノポノコミュニケーションズ㈱は、特定子会社に該

当しております。 

  

  会社名 
売上高 
（千円） 

経常利益又は
経常損失
（△） 
（千円） 

当期純利益又
は当期純損失
（△） 
（千円） 

純資産額 
（千円） 

総資産額 
（千円） 

  デジタルサイト㈱ 2,301,267 48,450 54,980 356,804 1,267,633

  ㈱ウイーズ・ブレーン 2,277,506 240,237 121,884 302,100 1,118,683

  ㈱プレイズ 2,105,540 209,414 117,260 752,376 1,251,929

  ㈱プレント 2,202,428 207,377 118,513 625,878 1,326,768

  マックレイ㈱ 2,134,020 △ 14,631 △ 37,649 537,909 932,385



５【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

（注）１．従業員数は、就業人員であり、臨時雇用者数は（ ）内に年間の平均人員を外数で記載しております。 

２．全社（共通）は、シェアードサービスユニット及びコーポレートプランニング室に所属する従業員数であります。 

  

(2）提出会社の状況 

（注）１．従業員数は、就業人員であり、臨時雇用者数は、年間の平均人員を（  ）外数で記載しております。 

２．平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。 

  

(3）労働組合の状況 

現在、当社ならびに連結子会社においては、労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

  

  

  平成18年２月28日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（人）

ビジネスコミュニケーション事業 137（ 3） 

デジタルコンテンツ事業 136（ 2） 

全社（共通）             （注）２ 19（ －） 

合計 292（ 5） 

    平成18年２月28日現在

従業員数（人） 平均年齢 平均勤続年数 平均年間給与（円） 

19（－） 41才２カ月 ７年０カ月 6,374,971 



第２【事業の状況】 

  

１【業績等の概要】 

(1）業績 

当連結会計年度におけるわが国の経済は、原油高をはじめとする原材料価格の高騰などによる景気懸念要因はありました

が、個人消費の回復や企業収益の改善による設備投資の増加から緩やかな景気の回復基調を辿りました。 

平成17年における国内総広告費は、株式会社電通の発表によりますと5兆9,625億円となり、対前年比1.8％増と２年連続の増

加となっています。但し、当社グループに影響が大きい情報・通信分野におきましては、対前年比0.8％減と幅は縮まったもの

の２年連続の減少となっています。 

このような環境の中、当社グループの業績は、「愛・地球博」関連の特需効果と、ビジネスコミュニケーション事業の販促

企画部門が、秋に連続して大型プライベートショーを受注するなど好調に推移し、連結売上高は前年度を上回ることができま

した。 

利益におきましても、上記販促企画部門の増収効果から演出機材部門の稼動率がアップし、営業利益及び経常利益において

前年同期比増益となっております。 

また新規事業として２つの子会社が営業を開始致しました。ひとつは、株式会社日経ＢＰ等の出資を受け、平成17年10月よ

り営業を開始した「ポノポノコミュニケーションズ株式会社」であり、２次元バーコードを活用した大人の女性向けフリーマ

ガジン誌「花日和プチ」を発行しております。もうひとつは、平成17年12月に設立された「モバイルゲート株式会社」であ

り、ＴＶ画面で読み取れるカラーコードを武器に映像と携帯電話のソリューションサービスを目指しています。両社とも当社

グループの事業の柱とするべく注力していきますが、当連結会計年度は、創業期により赤字計上となりました。 

この結果、当社グループの当連結会計年度の売上高は9,533百万円（前年同期比15.7％増）、経常利益は773百万円（同

103.5％増）、当期純利益416百万円（同83.9％増）となりました。 

  

当社グループの事業の種類別セグメントの業績は次のとおりであります。 

ビジネスコミュニケーション事業におきましては、販促企画部門において上半期苦戦したものの下半期に入り大型プライ

ベートショーの受注やキャンペーン等の受注が好調に推移いたしました。今年度期首に行った営業・制作の分離による分業体

制の効果が一部寄与したものと思われます。 

映像演出部門においては、販促企画部門同様、上半期は苦戦したものの上記販促企画部門からの内部受注をはじめとして大

型コンサートの受注や今年度より開始した学会向けの機材レンタルが堅調に推移いたしました。今年度期首に、２倍の広さを

持つ東京流通センターに移転統合し、効率化と稼動力のアップが好業績を支えました。この結果、売上高5,831百万円（同

38.2％増）、営業利益939百万円（同129.4％増）となりました。 

デジタルコンテンツ事業におきましては、映像制作部門において第4四半期から大量リリースしたＤＶＤがアニメ作品の販売

好調さに支えられ収益を伸ばしました。しかしながらＴＶＣＭ制作につきましては、受注が伸びず、収益面でマイナス要因と

なっております。 

映像編集・加工部門におきましては、前年度の天王洲スタジオに続き、西麻布、五反田のスタジオを増強し売上の増加を見

込みましたが、新スタジオの浸透に時間がかかる等により、投資に関わる初期費用を回収できず、収益面ではマイナスとなっ

ております。この結果、売上高3,701百万円（同7.9％減）、営業利益324百万円（同28.4％減）となりました。 

  



(2）キャッシュ・フロー 

当連結会計年度における連結ベースの現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、税金等調整前当期純利益の増加等

により大幅な回収増となりましたが、これら見合いに有利子負債圧縮に努めたこと等から、当連結会計年度は、698百万円（前

年同期比78百万円増）となりました。 

当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動の結果得られた資金は、728百万円（前年同期は251百万円の使用）となりました。 

これは主に、税金等調整前当期純利益761百万円が増加したことが主な要因です。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動の結果使用した資金は、159百万円（前年同期比156百万円減）となりました。 

これは主に、有形固定資産の取得160百万円によるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動の結果使用した資金は489百万円（前年同期は410百万円の獲得）となりました。 

これは主に、銀行への借入金返済450百万円（純額）と配当金の支払48百万円、自己株式の取得の支払50百万円によるもの

であります。 

  



２【制作、受注及び販売の状況】 

(1）制作実績 

当連結会計年度の制作実績を事業の種類別セグメントごとに示すと次のとおりであります。 

（注）１．金額は仕入価額によっております。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(2）受注状況 

当連結会計年度における受注状況を事業の種類別セグメントごとに示すと次のとおりであります。 

（注）１．金額は販売価額によっております。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

３．前連結会計年度の受注残には、長期大型受注残が含まれておりました。 

  

(3）販売実績 

当連結会計年度の販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと次のとおりであります。 

（注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２．最近２連結会計年度の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績に対する割合は次のとおりであります。 

  

事業の種類別セグメントの名称 
当連結会計年度

（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

前年同期比（％） 

ビジネスコミュニケーション事業 3,656,693千円 33.4 

デジタルコンテンツ事業 2,431,511千円 16.6 

合計 6,088,204千円 26.2 

事業の種類別セグメントの名称 受注高（千円） 前年同期比（％） 受注残高（千円） 前年同期比（％）

ビジネスコミュニケーション事業 4,652,884 2.5 704,756 △ 62.6

デジタルコンテンツ事業 3,571,557 △ 12.7 174,713 △ 42.7

合計 8,224,442 △ 4.7 879,469 △ 59.8

事業の種類別セグメントの名称 
当連結会計年度

（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

前年同期比（％） 

ビジネスコミュニケーション事業 5,831,541千円 38.2 

デジタルコンテンツ事業 3,701,615千円 △ 7.9 

合計 9,533,157千円 15.7 

  
相手先 

前連結会計年度
（自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

  金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％） 

  株式会社電通テック 1,047,633 12.7 1,470,416 15.4 

  株式会社博報堂 1,101,898 13.4 1,309,177 13.7 



３【対処すべき課題】 

今後のわが国の経済は、原油などの原材料価格の高止まりや金利上昇圧力など、不安要素は払拭されていませんが、企業収益

の改善や設備投資も増加の見通しであり、持続的な景気回復基調が期待されます。 

広告業界におきましても、広範囲の業種に亘る企業収益の改善やデジタル映像機器関連の市場拡大等を背景に、広告費の増加

が期待されます。このような状況にあって、当社グループの経営基盤を置く広告やメディアなどの映像環境が、デジタル化の進

展に伴い構造の変革を加速させていく中で、今後とも積極的に投資を行い、且つ、営業体制の強化をはじめとする経営体質の改

善を積極的に推進することにより、お客様から信頼と満足をいただけるような高収益企業に転換していくことがグループ全体の

課題と認識し、日々業務に邁進していく所存であります。 

当社グループは、こうした経営課題に取り組み、株主の皆様をはじめとするステークホルダーの皆様より信頼される企業集団

となるべくより一層の鋭意努力をしてまいります。 

  

４【事業等のリスク】 

有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある

事項には、以下のようなものがあります。 

なお、文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものであります。 

  

(1）企業の広告宣伝費の支出状況が当社グループの経営成績に与える影響について 

当社グループの営業対象が主に企業の広告宣伝活動であるために、景気の悪化による広告宣伝費削減の影響を受ける可能性

があります。景気後退期には、まずビジネスコミュニケーション事業の主要対象である展示会の規模縮小やデジタルコンテン

ツ事業の主要対象であるＣＭ制作費の削減が行われることがあり、受注が減少し、価格競争が激しくなります。そのため、当

社グループはセミナー、コンサートでの演出や、コンテンツのＤＶＤ化、ＤＶＤの企画発売など広告宣伝費の支出状況の影響

を受けにくいビジネス分野に積極的に取り組んでおります。 

  

(2）広告宣伝業界の取引慣行による当社グループの経営成績への影響について 

広告宣伝業界では契約書の取り交わしや注文書の発行が、受注段階で行われないことが少なくありません。また、当業界に

おける展示会や催事におきましては、企画を立案後、制作の段階に入りましても主催者からの追加発注や仕様変更の要請があ

り、当初の基本計画の内容変更や予算金額の変動が生じることがあり、受注金額が納品時まで確定しないケースがあります。

このため当社グループにおきましては各部門の制作受注管理システムで受注案件毎の管理を行い、受注が決まった段階でその

時点の受注金額を登録し、その後の受注金額の変動も迅速に把握をするように努めております。しかしながら、受注金額が予

定を大きく下回って確定する場合には、当社グループの経営成績に悪影響を及ぼす可能性があります。 

  

(3）保有設備の陳腐化のリスクについて 

当社グループは営業上の競争優位、制作生産性の向上、ノウハウの蓄積のため、最新鋭のデジタル映像機材及びデジタル映

像編集設備への投資（平成18年２月末現在、有形固定資産帳簿価額439,172千円、未経過リース料期末残高1,395,772千円）が

欠かせません。当社グループでは機材・設備のライフサイクルを基に比較的短いリース期間を設定することにより予想外の早

期の陳腐化に備えております。また機材の稼動状況及び各期のリース料を考慮した上で設備投資を決定し過大な投資になるの

を防いでおります。しかしながら、デジタル映像編集設備等の技術革新が著しく進んだ場合、当社グループの保有する設備が

陳腐化し、営業の競争力や制作の生産性が低下する可能性があります。 

  



(4）今後の人材確保が成長のボトルネックになる可能性について 

当社グループが属する映像の企画演出及び映像編集の業種は、もともと職人気質やある種の才能が要求され、人材の流動性

が激しい業界であります。また最先端のデジタル映像コンテンツ制作技術においては熟達した人材の供給が不足しており、そ

の育成にも時間がかかります。従って、人材確保が成長のボトルネックになる可能性があります。そのため、当社グループで

は制作については、技術チーフのもとに指導、育成を行い、チーム的な体制の基に常時最新機材運営のノウハウを習得させて

おります。また企画営業面では営業、企画、制作に対して総合的な取り組みを行い、組織的にビジネスノウハウを蓄積してお

ります。人事制度につきましても個人の能力に報いる成果主義の体系をとっており、また役員及び従業員に対するインセン

ティブ手段として、ストックオプション制度や報奨金制度を取り入れ、役職員の定着率の改善に努めております。 

  

(5）博覧会等の大型案件が当社グループの経営成績に与える影響について 

ビジネスコミュニケーション事業の主業務が、展示会や博覧会等におけるプレゼンテーション映像の企画制作や映像演出で

あるために、特定の時期に開催される博覧会等の大型案件の開催は当社グループの経営成績に影響を与えます。当社グループ

では、経営の安定を図るため、販売促進の受注など季節的変動が少ないものや、一般企業向けレンタル、デジタルコンテンツ

事業の拡大に力をいれております。 

  

(6）コンテンツの良否による経営成績に与える変動リスク 

当社グループは常に質の高い映像コンテンツの創出と映像パッケージソフトの販売に注力しておりますが、映像視聴者の嗜

好やその時代のニーズにそのすべてが合致するとは限りません。 

期待する程の収益が確保できなかった場合等には、当社グループの経営成績に悪影響を及ぼす可能性があります。 

  

  



５【経営上の重要な契約等】 

当社は、平成18年４月10日開催の取締役会において、デジタルコンテンツ事業の映像制作力を強化し、収益性を高めることを

目的として、株式会社ティーシー・マックスの株式を取得し子会社化することを決議し、平成18年４月24日に株式取得を実施致

しました。 

なお、詳細は「第５ 経理の状況 1 連結財務諸表等 （1）連結財務諸表（２ 財務諸表等 （1）財務諸表）注記事項

（重要な後発事象）」に記載のとおりであります。 

  

６【研究開発活動】 

当連結会計年度においては、特記すべき事項はありません。 

  



７【財政状態及び経営成績の分析】 

(1）当連結会計年度末における財政状態の分析 

流動資産は、前年同期比460百万円増加し4,722百万円となりました。 

これは主に、大型イベント関係の売上債権の増加によるものであります。 

  

固定資産は、前年同期比110百万円増加し1,060百万円となりました。 

固定資産のうち有形固定資産は前年同期比52百万円増加し439百万円となりましたが、これは主に、東京事業所の新設による

ものであります。 

無形固定資産は、ソフトウエアの減価償却費等で前年同期比20百万円減少し90百万円となりました。 

投資その他の資産は、前年同期比77百万円増加し530百万円となりました。 

これは主に、その他有価証券の時価評価が86百万円増加したことによるものであります。 

  

流動負債は、前年同期比151百万円増加し3,190百万円となりました。 

これは主に、運転資金の回収増加に伴い借入金が400百万円減少しましたが、仕入債務の増加及び未払法人税の増加がこれを

上回りました。 

  

固定負債は、前年同期比9百万円増加し59百万円となりました。 

これは主に、長期借入金が50百万円減少しましたが、繰延税金負債の増加42百万円と長期未払金の増加17百万円がこれを上

回りました。 

  

資本は、前年同期比383百万円増加し、2,507百万円となりました。 

これは主に、利益剰余金（当期純利益）が増加したことによるものであります。 

  

(2）当連結会計年度の経営成績の分析 

売上高及び営業利益 

当連結会計年度は、前年同期比15.7％増収の9,533百万円と過去最高の売上高となりました。 

事業部門別にみますと、ビジネスコミュニケーション事業におきましては、販促企画、映像演出とも大口案件（プライベー

トショーやコンサート等）が増加したことにより、前年同期比38.2％の増収となり、売上高5,831百万円となりました。 

デジタルコンテンツ事業におきましては、映像企画制作において、アニメのＤＶＤ販売は好調に推移しましたが、テレビＣ

Ｍ制作の受注は不調に終わりました。 

また、映像編集加工におきましては、西麻布、五反田スタジオの増強により、売上は増加しました。 

この結果、売上高は、セグメント内でのバラツキはありましたが、前年同期比7.9％減少し、3,701百万円となりました 

売上総利益は、大型案件増加に伴う売上高の増加から増益となり、前年同期比483百万円増加し、3,081百万円となりまし

た。 

販売費及び一般管理費は、人員増による人件費の増加などにより前年同期比86百万円増加し、2,298百万円となりました。 

以上の結果、営業利益は、前年同期比396百万円増加し、782百万円となりました。 

  

営業外損益及び経常利益 

営業外収益は、受取配当金、機材売却収入など9百万円を計上、営業外費用は支払利息など18百万円を計上し、経常利益は前

年同期比393百万円増加の773百万円となりました。 

特別損益 

特別利益は、投資有価証券売却益などを計上し24百万円となりました。 

また、特別損失は、固定資産除却損、投資有価証券評価損、たな卸資産除却損を計上し37百万円となりました。 

  

法人税等 

税金等調整前当期純利益に対する法人税等の比率（実効税率）は前連結会計年度の37.00％から10.97ポイント上昇し47.97％

となりました。この要因は、主として繰延税金資産に対する評価性引当金の増減によるものであります。 

  

当期純利益 

当連結会計年度の当期純利益は、前連結会計年度の226百万円に対し、190百万円増加し416百万円となりました。 

また、１株当たり当期純利益は、前連結会計年度の32円75銭から29円90銭になりました。 

なお、当期中に1株につき2株の株式分割を行っています。 

  



第３【設備の状況】 

  

１【設備投資等の概要】 

当社グループでは、急速な技術革新や販売競争の激化に対応するために989,804千円（リース新規契約高794,067千円を含む）

の設備投資を実施いたしました。 

設備投資の内訳といたしましては、固定資産取得分として、ビジネスコミュニケーション事業においては、映像機材に対する

投資を中心に131,327千円、デジタルコンテンツ事業においては、マックレイ㈱西麻布・五反田両スタジオに関する工事に伴う投

資を中心に50,245千円、全社（共通）においては、各事業所のセキュリティ工事などに14,163千円の設備投資を実施いたしまし

た。 

なお、設備投資には無形固定資産、長期前払費用に係る支出額が含まれています。 

リースによる設備投資の新規契約高は、ビジネスコミュニケーション事業において206,494千円、デジタルコンテンツ事業にお

いて576,142千円の設備投資を実施いたしました。 

また、当連結会計年度において、経常的に発生する設備更新にともなう建物及び構築物1,729千円、並びに機械装置及び運搬具

14,922千円、工具器具及び備品1,748千円の除却損を計上いたしました。 

  

２【主要な設備の状況】 

当社グループにおける主要な設備は、次のとおりであります。 

(1）提出会社 

  

      平成18年２月28日現在

事業所名 
（所在地） 

事業の種類別
セグメントの
名称 

設備の内容 

帳簿価額

従業員数
（人） 建物及び

構築物 
（千円） 

機械装置及
び運搬具 
（千円） 

土地
（千円） 
（面積㎡） 

その他
（千円） 

合計 
（千円） 

本社 
（東京都港区） 

共通 
事務所 
設備機器 

15,902 21
－

(  －)
14,957 30,882 

19
（ －）



(2）国内子会社 

（注）１．帳簿価額のうち「その他」は、工具器具及び備品であります。 

なお、金額には消費税等を含めておりません。 

２．従業員数の（ ）は、平成18年２月末日現在の臨時雇用者数を外書しております。 

３．㈱ウイーズ・ブレーンの建物3,787千円、土地433千円は保養施設（山梨県河口湖町）であります。 

４．提出会社の事業所はすべて賃借契約により使用しているものであり、年間賃借料（共益費含む）は、21,533千円であり

ます。子会社の各事業所は賃借契約により、使用しているものであり、年間賃借料（共益費を含む）は256,064千円であ

ります。 

５．上記の他、主要なリース設備として、以下のものがあります。 

①提出会社 

（注）上記リース資産の内、一部を除き、全て同一条件で子会社に転貸しております。 

  

        平成18年２月28日現在

会社名 
事業所名 
（所在地） 

事業の種類別
セグメントの
名称 

設備の内
容 

帳簿価額

従業員数
（人） 建物及び

構築物 
（千円）

機械装置及
び運搬具 
（千円） 

土地
（千円） 
（面積㎡） 

その他 
（千円） 

合計 
（千円） 

デジタルサイ
ト㈱ 

五反田事業所 
（東京都品川区） 

デジタルコン
テンツ事業 

事務所 
設備機器 

2,813 －
－

(  －)
3,637 6,450 

31
（ 2）

㈱ウイーズ・
ブレーン 

本社 
（東京都港区） 

ビジネスコミ
ュニケーショ
ン事業 

事務所 
設備機器 

6,264 －
433

( 46.64)
1,523 8,220 

43
（ －）

㈱プレイズ 

本社 
（東京都港区） 
大阪事業所 
（大阪府大阪市） 

ビジネスコミ
ュニケーショ
ン事業 

事務所 
設備機器 

1,956 897
－

(  －)
1,634 4,487 

14
（ 2）

㈱プレント 

東京事業所 
（東京都大田区） 
大阪事業所 
（大阪府東大阪市） 

ビジネスコミ
ュニケーショ
ン事業 

事務所 
演出機材 

55,792 126,382
－

(  －)
12,201 194,377 

77
（ 1）

マックレイ㈱ 

五反田事業所 
天王洲事業所 
（東京都品川区） 
西麻布事業所 
（東京都港区） 

デジタルコン
テンツ事業 

事務所 
編集機材 

119,914 36,158
－

(  －)
41,045 197,118 

105
（ 3）

モバイルゲー
ト㈱ 

五反田事業所 
（東京都品川区） 

デジタルコン
テンツ事業 

事務所 － －
－

(  －)
315 315 

1
（ －）

    平成18年２月28日現在

事業所名 
（所在地） 

事業の種類別セグメントの名称 設備の内容
年間リース料

（千円） 
リース契約残高 
（千円） 

本社 
（東京都港区） 

ビジネスコミュニケーション事業 事務機器等 5,653 11,933 

東京事業所（㈱プレント） 
（東京都大田区） 

ビジネスコミュニケーション事業 演出機材 183,084 347,755 

五反田事業所（マックレイ㈱） 
（東京都品川区） 

デジタルコンテンツ事業 編集スタジオ設備 20,523 35,063 

麻布事業所（マックレイ㈱） 
（東京都港区） 

デジタルコンテンツ事業 編集スタジオ設備 210,881 590,542 

天王洲事業所（マックレイ㈱） 
（東京都品川区） 

デジタルコンテンツ事業 編集スタジオ設備 129,041 431,976 



３【設備の新設、除却等の計画】 

当社グループの設備投資については、景気予測、業界動向、当該事業所の生産能力から当該設備投資案件の投資効率等を勘

案してグループ各会社から設備投資案が提出され、提出会社で上記の条件にリース投資残高や利益計画を斟案して作成してお

ります。 

なお、平成18年２月28日現在における重要な設備の新設、改修、除却計画は次のとおりであります。 

(1）重要な設備の新設 

（注）投資予定金額には、リース契約による投資が含まれております。 

  

(2）重要な設備の改修、除却計画 

該当事項はありません。 

  

  

会社名 
事業所名 

所在地 
事業の種類
別セグメン
トの名称 

設備の内容 

投資予定金額
資金調達
方法 

着手及び完了予定年月 
完成後の
増加能力 総額

（千円） 
既支払額
（千円） 

着手 完了 

マックレイ㈱ 
東京都 
品川区 

デジタルコ
ンテンツ事
業 

映像編集機器 200,000 － 自己資金
平成18年

8月 
平成18年 
12月 

当該機種
の生産能
力増加 

㈱プレント 
東京都 
大田区 

ビジネスコ
ミュニケー
ション事業 

演出機材等 400,000 － 自己資金
平成18年

3月 
平成19年 

2月 

当該機種
の生産能
力増加 



第４【提出会社の状況】 

  

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

  

②【発行済株式】 

（注）提出日現在の発行数には、平成18年５月１日からこの有価証券報告書までの新株予約権の権利行使により発行された株式数

は含まれておりません。 

  

種類 会社が発行する株式の総数（株） 

普通株式 56,000,000 

計 56,000,000 

種類 
事業年度末現在発行数
（株） 
（平成18年２月28日） 

提出日現在発行数（株）
（平成18年５月31日） 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 14,245,776 14,248,176 ジャスダック証券取引所 － 

計 14,245,776 14,248,176 － － 



(2）【新株予約権等の状況】 

（イ）旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は次のとおりであります。 

株主総会の特別決議（平成14年５月28日） 

（注）１．平成17年10月20日付で普通株式を１：２の割合で株式分割しております。 

２．平成17年10月20日付で普通株式を１：２の割合で株式分割したことに伴い、行使時の払込金額及び発行価額が727円から

364円に、資本組入額が364円から182円にそれぞれ変更しております。 

  
事業年度末現在

（平成18年２月28日） 
提出日の前月末現在 
（平成18年４月30日） 

新株予約権の数（個） 978 954 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 97,800 95,400 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 364 364 

新株予約権の行使期間 
自 平成16年６月１日
至 平成18年５月31日 

同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額（円） 

発行価額   364
資本組入額  182 

発行価額   364 
資本組入額  182 

新株予約権の行使の条件 

１．対象者は新株予約権
行使時において、継
続して当社もしくは
当社子会社の取締役
又は従業員の地位に
あること。但し、任
期満了による退任、
従業員の定年退職そ
の他取締役会が正当
な理由があると認め
た場合はこの限りで
はない。 

２．その他細目について
は、平成14年５月28
日の定時株主総会決
議に基づき、当社と
対象者の間で締結し
たストックオプショ
ン付与契約に定め
る。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 

新株予約権の譲渡・質
入・担保供与その他の処
分は認められない。但
し、対象者が死亡した場
合、対象者の相続人（配
偶者及び一親等内の血族
に限る）は、新株予約権
を行使することができ
る。 

同左 



(3）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

（注）１．500円額面株式 

１株を50円額面株式20株に分割 

２．有償一般募集 

（ブックビルディング方式による募集） 

発行株数        600,000株 

発行価格          564円 

資本組入額         255円 

払込金総額      338,400千円 

３．新株引受権の権利行使による増加であります。 

４．株式分割 

平成13年12月３日開催の取締役会決議により、平成14年４月19日付で１株を1.3株に株式分割いたしました。 

５．新株引受権の権利行使による増加であります。 

６．新株引受権の権利行使による増加であります。 

７．新株引受権の権利行使による増加であります。 

８．株式分割 

平成17年８月１日開催の取締役会決議により、平成17年10月20日付で１株を２株に株式分割いたしました。 

９．新株引受権及び新株予約権の権利行使による増加であります。 

  

  

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成13年６月20日 
（注）１ 

4,474,272 4,709,760 － 285,853 － 255,183

平成13年10月17日 
（注）２ 

600,000 5,309,760 153,000 438,853 185,400 440,583

平成13年10月17日～ 
平成14年２月28日 
（注）３ 

8,000 5,317,760 600 439,453 600 441,183

平成14年４月19日 
（注）４ 

1,595,328 6,913,088 － 439,453 － 441,183

平成14年３月１日～ 
平成15年２月28日 
（注）５ 

41,600 6,954,688 2,412 441,866 2,412 443,596

平成15年３月１日～ 
平成16年２月29日 
（注）６ 

40,300 6,994,988 2,471 444,338 2,471 446,068

平成16年３月１日～ 
平成17年２月28日 
（注）７ 

66,300 7,061,288 4,389 448,727 4,377 450,446

平成17年10月20日 
（注）８ 

7,117,188 14,178,476 － 448,727 － 450,446

平成17年３月１日～ 
平成18年２月28日 
（注）９ 

67,300 14,245,776 7,273 456,001 7,217 457,663



(4）【所有者別状況】 

（注）１．自己株式371,396株は、「個人その他」に3,713単元及び「単元未満株式の状況」に96株を含めて記載しております。 

２．「その他法人」の中には証券保管振替機構名義の株式が２単元含まれております。 

  

(5）【大株主の状況】 

（注）上記のほか、自己株式371,396株を保有しております。 

  

     平成18年２月28日現在

区分 

株式の状況（１単元の株式数100株）
単元未満株
式の状況
（株） 政府及び地

方公共団体 
金融機関 証券会社 

その他の法
人 

外国法人等
個人その他 計 

個人以外 個人

株主数（人） － 11 10 28 3 － 2,965 3,017 －

所有株式数
（単元） 

－ 21,732 542 42,802 3,980 － 73,348 142,404 5,376

所有株式数の
割合（％） 

－ 15.26 0.38 30.06 2.79 － 51.51 100.00 －

    
平成18年２月28日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

㈲エイチ・ダブリュ・プロジェクト 東京都世田谷区深沢2-12-1-507 1,729,000 12.13 

㈲エス・ダブリュ・プロジェクト 東京都品川区東五反田1-2-46-703 1,729,000 12.13 

分部 至郎 東京都品川区東五反田1-2-46-703 1,149,740 8.07 

分部 日出男 東京都世田谷区深沢2-12-1-507 1,076,580 7.55 

日本証券金融㈱ 東京都中央区日本橋茅場町1-2-10 726,100 5.09 

日本トラスティ・サービス信託銀行
㈱（信託口） 

東京都中央区晴海1-8-11 524,800 3.68 

レイ従業員持株会 東京都港区六本木6-15-21 430,760 3.02 

㈱みずほ銀行 
(常任代理人資産管理サービス信託
銀行株式会社) 

東京都中央区晴海1-8-12 400,400 2.81 

クレディエットバンクエスエイルク
センブルジョワーズシリウスファン
ドジャパンオパチュニティズサブフ
ァンド（常任代理人株式会社みずほ
コーポレート銀行兜町証券決済業務
室） 

東京都中央区日本橋兜町6-7 390,000 2.73 

分部 浩万 静岡県浜松市佐久間町浦川2756 389,880 2.73 

計 － 8,546,260 60.00 



(6）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

（注）「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が240株含まれております。なお、「議決権の数」欄

には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数２個は含まれておりません。 

  

②【自己株式等】 

  

(7）【ストックオプション制度の内容】 

（第４次ストックオプション） 

旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき、平成14年５月28日開催の定時株主総会終結の時に在任する当社および

当社子会社の取締役および従業員に対して特に有利な条件をもって新株予約権を発行することを、平成14年５月28日開催の

定時株主総会において決議されたものであります。 

  

  
平成18年２月28日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式   371,300 － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 13,869,100 138,689 － 

単元未満株式 普通株式    5,376 － － 

発行済株式総数 14,245,776 － － 

総株主の議決権 － 138,689 － 

    平成18年２月28日現在

所有者の氏名又
は名称 

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

株式会社レイ 
東京都港区 

六本木6-15-21 
371,300 － 371,300 2.6 

計 － 371,300 － 371,300 2.6 

決議年月日 平成14年５月28日

付与対象者の区分及び人数 当社ならびに当社子会社取締役及び従業員29名 

新株予約権の目的となる株式の種類 (2）新株予約権等の状況に記載しております。 

株式の数 同上

新株予約権の行使時の払込金額 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上



（第５次ストックオプション） 

会社法第236条及び第238条の規定に基づき、平成18年５月30日開催の定時株主総会終結の時に在任する当社子会社の取締役

および従業員に対して特に有利な条件をもって新株予約権を発行することを、平成18年５月30日開催の定時株主総会におい

て決議されたものであります。 

  

  

  

決議年月日 平成18年５月30日

付与対象者の区分及び人数 当社子会社取締役及び従業員10名

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

株式の数 80,000株

新株予約権の行使時の払込金額 
定時株主総会後に開催される取締役会決議により定
める。 

新株予約権の行使期間 平成21年６月１日から平成25年５月31日まで。 

新株予約権の行使の条件 

１．対象者は新株予約権行使時において、継続して当
社もしくは当社子会社の取締役又は従業員の地位
にあること。 

 ２．その他細目については、平成18年５月30日の定 
   時株主総会決議に基づき、当社と対象者の間で 
   締結したストックオプション付与契約に定める。 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権を譲渡するときは取締役会の承認を要す 
るものとする。 



２【自己株式の取得等の状況】 

(1）【定時総会決議又は取締役会決議による自己株式の買受け等の状況】 

①【前決議期間における自己株式の取得等の状況】 

【株式の種類】普通株式 

イ【定時総会決議による買受けの状況】 

該当事項はありません。 

  

ロ【子会社からの買受けの状況】 

該当事項はありません。 

  

ハ【取締役会決議による買受けの状況】 

該当事項はありません。 

  

ニ【取得自己株式の処理状況】 

該当事項はありません。 

  

ホ【自己株式の保有状況】 

                                      平成18年５月30日現在 

  

②【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況】 

     該当事項はありません。 

  

(2）【資本減少、定款の定めによる利益による消却又は償還株式の消却に係る自己株式の買受け等の状況】 

①【前決議期間における自己株式の買受け等の状況】 

該当事項はありません。 

  

②【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況等】 

該当事項はありません。 

  

３【配当政策】 

当社グループは、株主に対する利益還元を経営の重要課題のひとつとして認識しております。また、当社グループは連結経営

をベースとしており、グループ内部留保に配慮しつつ配当性向を意識し、業績に応じた適正な利益配分を行ってまいりたいと考

えております。 

内部留保資金につきましては、グループ各社の将来の事業展開に必要となる設備・機材等の投資や、経営体質の強化のために

活用してまいります。 

当期の配当につきましては、上記方針に基づき１株当たり５円の配当を実施することを決定いたしました。この結果、当期の

配当性向は65.4％ですが、連結ベースでの配当性向は16.7％となります。 

  

区分 株式数（株） 

保有自己株式数               91,600 



４【株価の推移】 

(1）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

（注）１．最高・最低株価は、平成16年12月13日より株式会社ジャスダック証券取引所におけるものであり、それ以前は日本証券

業協会の公表のものであります。なお、第24期の事業年度別最高・最低株価のうち、※は日本証券業協会の公表のもの

であります。 

２．□印は、株式分割による権利落後の株価であります。 

  

(2）【最近６月間の月別最高・最低株価】 

（注） 最高・最低株価は、株式会社ジャスダック証券取引所におけるものであります。 

  

  

回次 第21期 第22期 第23期 第24期 第25期 

決算年月 平成14年２月 平成15年２月 平成16年２月 平成17年２月 平成18年２月 

最高（円） 
1,760 

□ 1,020 
1,060 680

550
※790 

789 
□ 749 

最低（円） 
645 

□  875 
195 160

433
※420 

470 
□ 335 

月別 平成17年９月 10月 11月 12月 平成18年１月 ２月 

最高（円） 435 418 378 363 749 675 

最低（円） 360 335 335 341 354 480 



５【役員の状況】 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数
（株） 

取締役社長 

（代表取締

役） 

  分部 日出男 昭和25年11月24日生 

昭和52年８月 浜松液化ガス㈱入社 

昭和56年６月 当社設立 

代表取締役社長（現任） 

1,076,580 

取締役副社

長 

（代表取締

役） 

  分部 至郎 昭和32年８月26日生 

昭和56年６月 当社設立 

取締役 

平成３年11月 当社代表取締役副社長（現任） 

平成10年６月 デジタルサイト㈱取締役 

平成12年３月 デジタルサイト㈱代表取締役社長

（現任） 

平成12年６月 ㈱ウイーズ・ブレーン取締役 

平成15年３月 ㈱ウイーズ・ブレーン代表取締役

社長（現任） 

平成16年９月 マックレイ㈱代表取締役社長（現

任） 

平成16年９月 ㈱プレイズ代表取締役社長（現

任） 

平成16年９月 ㈱プレント代表取締役社長（現

任） 

平成17年10月 ポノポノコミュニケーションズ㈱

取締役（現任） 

平成17年12月 モバイルゲート㈱代表取締役（現

任） 

平成18年４月 ㈱ティーシー・マックス代表取締

役（現任） 

1,149,740 

専務取締役 

デジタルコ

ンテンツ事

業担当 

小田原 雅文 昭和24年４月10日生 

昭和54年10月 米国法人 STUDIO HOUSE USA.INC

設立 

昭和62年６月 当社入社 

平成７年４月 当社常務取締役 

平成10年６月 デジタルサイト㈱取締役 

平成11年５月 当社専務取締役（現任） 

平成12年３月 デジタルサイト㈱取締役副社長

（現任） 

平成15年３月 ㈱ウイーズ・ブレーン取締役 

（現任） 

平成16年９月 マックレイ㈱取締役（現任） 

平成16年９月 ㈱プレイズ取締役（現任） 

平成17年12月 モバイルゲート㈱取締役（現任） 

150,800 



（注）取締役副社長 分部至郎は、取締役社長 分部日出男の実弟であります。 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数
（株） 

取締役 

ビジネスコ

ミュニケー

ション事業

担当 

大石 雅 昭和25年４月８日生 

昭和58年４月 ㈱ウイーズ・ブレーン設立 

代表取締役社長 

昭和63年７月 ㈱ウエップ設立 

代表取締役社長 

平成12年５月 当社取締役（現任） 

平成14年５月 デジタルサイト㈱取締役（現任） 

平成16年９月 ㈱プレント取締役（現任） 

平成18年４月 ㈱ティーシー・マックス取締役

（現任） 

平成18年５月 ㈱ウイーズ・ブレーン取締役（現

任） 

127,400 

取締役 

シェアード

サービスユ

ニット 

担当 

川﨑 富士朗 昭和22年８月30日生 

昭和46年４月 三菱商事㈱入社 

平成14年４月 当社 顧問 

平成14年５月 当社取締役（現任） 

平成15年３月 ㈱ウイーズ・ブレーン取締役 

平成16年９月 ㈱プレイズ取締役（現任） 

平成17年10月 ポノポノコミュニケーションズ㈱

取締役（現任） 

8,000 

常勤監査役   今谷 明義 昭和12年11月14日生 

昭和37年４月 ㈱三菱銀行入社 

平成元年７月 テルモ㈱入社 

平成10年５月 当社監査役（現任） 

平成10年６月 太平洋海運㈱監査役 

平成17年５月 ㈱ウイーズ・ブレーン監査役（現

任） 

平成17年５月 ㈱プレイズ監査役（現任） 

平成17年５月 ㈱プレント監査役（現任） 

平成17年５月 マックレイ㈱監査役（現任） 

平成17年５月 デジタルサイト㈱監査役（現任） 

平成17年12月 モバイルゲート㈱監査役（現任） 

平成18年４月 ㈱ティーシー・マックス監査役

（現任） 

－ 

監査役   刈田 宏 昭和16年12月10日生 

昭和39年４月 三菱商事㈱入社 

平成８年５月 当社監査役 

平成９年11月 当社常勤監査役 

平成10年５月 当社常務取締役 

平成12年３月 デジタルサイト㈱取締役 

平成14年５月 当社監査役（現任） 

－ 

        計 2,512,520



６【コーポレート・ガバナンスの状況】 

(1）コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

当社は、健全で透明性が高く、経営環境の変化に対応できる体制を確立するために、取締役５名、社外監査役１名を含む

監査役２名の体制で開催する月次定例取締役会と、必要に応じて開催する臨時取締役会により、迅速かつ的確な意思決定を

図り、積極的に情報開示を行う経営体制構築に取組んでおります。また、監査役は、監査役会を毎月開催し、取締役会等の

重要会議への出席や会計並びに業務監査等を通じ、取締役の職務遂行の厳正なる監査をおこなっております。 

  

(2）コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況 

① 会社の経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他コーポレート・ガバナンス体制の状況 

役員構成 取締役５名、監査役２名 

・ 委員会等設置会社であるか、又は監査役制度採用会社であるかの別 

監査役制度採用会社であります。 

・ 社外取締役および社外監査役の選任の状況 

社外取締役は該当者なし、社外監査役は１名 

・ 各種委員会の概要 

業務会 ： 20名 

毎月、業務担当の役員と各事業子会社の管理職を対象に、経営方針の確認、計画の進捗状況の確認、問題点

の把握等のあらゆる面において共通認識を持つことを目的とした会議を設けております。ここでは営業状況に

ついて実務的な検討がおこなわれます。但し決定機関ではないため、重要事項は、業務担当役員から取締役会

に上程されます。 

個人情報保護委員会 ： ８名 

毎月、業務担当の役員と各事業子会社の個人情報保護管理者および情報セキュリティ管理者を対象に、コン

プライアンス・プログラムの遵守状況を確認し、対策等を審議しています。また年1回、コンプライアンス・プ

ログラムの見直し案を作成し、取締役会に上程します。 

・ 社外役員の専従スタッフの配置状況 

該当者なし。 

・ 業務執行に対する内部統制の仕組み 

業務執行について 

業務執行については、社内諸規程にて、方針、手続き、決裁者が文書化されており、必要に応じ改定をおこ

なっております。 

社長直属のコーポレートプランニング室が、内部監査規程に則り、毎年度計画的に業務執行状況の内部監査

を各事業子会社毎に実施し、代表取締役に報告しております。 

また、シェアードサービスユニットにビジネスリスクの管理担当を置き、定期的に取締役会に報告を実施し

ております。 

セキュリティ状況について 

各事業子会社のセキュリティ監査担当者が監査をおこない、計画、報告は代表取締役の決裁を受けておりま

す。 

ＩＲについて 

リリース案は、社長直属のコーポレートプランニング室が作成いたしますが、情報開示担当役員兼務である

管理担当役員が精査しております。 

  



② 内部監査及び監査役監査、会計監査の状況 

・ 内部監査体制 

コーポレートプランニング室がおこなっております。 

人員は２名。内部監査をおこなう際は、原則、監査役立会いの下、相互連携をとっております。 

・ 監査役監査 

随時実施し、都度、監査調書を作成の上、各取締役およびコーポレートプランニング室に配布し、相互の連携を

はかっております。 

・ 会計監査 

独立監査人は監査に先立ち、監査役と監査計画を協議し、会計監査終了後、監査役に報告しております。 

・ 業務を執行した公認会計士 

氏名     永田高士・石倉博・木村研一 

所属監査法人 監査法人トーマツ 

監査業務に関わる補助者 

公認会計士４名・会計士補４名・その他の業務従事者２名 

  

③ 業務執行・経営の監視および内部統制、リスク管理体制の模式図 
a 業務執行 

  
 

  

社長直属の内部監査担当コーポレートプランニング室が各事業子会社及びシェアードサービスユニットを対象に内部監

査を実施し、結果を社長に報告し、改善指示および勧告事項が社長名で出されます。 

また広報・ＩＲにつきましては、実務をコーポレートプランニング室が担当し、管理担当役員である情報開示担当役員

の承認を受けることで、牽制をはかっています。 

  
b リスク管理体制 

  
 

  
個人情報保護体制 

各事業子会社の個人情報保護管理者は、グループ全体で定められたコンプライアンス・プログラムの遵守状況を確認し

実行させます。そして監査担当は遵守状況を監査し、社長に報告し改善指示等がなされます。グループ全体で監査報告が

された後、グループ各社の個人情報保護管理者からなる個人情報保護委員会が、年1回コンプライアンス・プログラムの見

直し案を作成し、取締役会に上程します。 

その他ビジネスリスクにつきましては、業務執行のシェアードサービスユニットにビジネスリスクの担当を置き管理し

ています。 



④ 会社と会社の社外取締役及び社外監査役との人的関係、資本的関係又は取引関係その他の利害関係の概要 

社外取締役は該当者なし、社外監査役は１名。 

人的関係、資本的関係又は取引関係その他の利害関係はありません。 

  

⑤ 会社のコーポレート・ガバナンスの充実に向けた最近1年間における実施状況 

・ 取締役会 

取締役会（定例・臨時）は、迅速かつ的確な意思決定の場として、資本と経営が明確に分離された環境で、取締

役会規程等に則り厳正なる運営がなされています。 

実施状況といたしましては、毎月定例および随時臨時を開催しております。 

・ 監査役 

監査役は監査役規程に則り取締役会の業務遂行状況をはじめ、重要な決裁書類、本社および事業所における業務

及び財産の状況、会計帳簿等につき、法令及び定款・規程に照らし適正に処理されているかを厳正に監査しており

ます。 

実施状況といたしましては、常時実施しております。 

・ 業務会 

毎月、業務担当役員と各事業子会社の管理職を対象に、経営方針の確認、計画の進捗状況の確認、問題点の把握

等のあらゆる面において共通認識を持つことを目的とした会議を設けております。ここでは営業状況について実務

的な検討がおこなわれ、迅速な経営の意思決定に大いに活かされております。実施状況といたしましては、ほぼ毎

月おこなっております。 

・ 個人情報保護体制 

全グループ会社に対する監査を昨年５月に実施しております。 

・ 内部監査 

全グループ会社に対する監査を10月から12月にかけておこなっております。 

  

⑥ 役員報酬及び監査報酬 

a 役員報酬の内容 

取締役に支払った報酬  114,942千円 

監査役に支払った報酬   21,276千円 

  

b 監査報酬の内容 

公認会計士法第２条１項に規定する業務に基づく報酬  14,500千円 

上記以外の業務に基づく報酬はありません。 



第５【経理の状況】 

  

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号。以下「連結

財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

ただし、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令

第５号）附則第２項のただし書きにより、改正前の連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

  

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下「財務諸表等

規則」という。）に基づいて作成しております。 

ただし、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令

第５号）附則第２項のただし書きにより、改正前の財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

  

２．監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度（自平成16年３月１日 至平成17年２月28日）及び第24期事

業年度（自平成16年３月１日 至平成17年２月28日）並びに当連結会計年度（自平成17年３月１日 至平成18年２月28日）及び

第25期事業年度（自平成17年３月１日 至平成18年２月28日）の連結財務諸表及び財務諸表について、監査法人トーマツにより

監査を受けております。 

  

  



１【連結財務諸表等】 

(1）【連結財務諸表】 

①【連結貸借対照表】 

   
前連結会計年度

（平成17年２月28日） 
当連結会計年度 

（平成18年２月28日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円）
構成比
（％） 

金額（千円） 
構成比
（％） 

（資産の部）    

Ⅰ 流動資産    

１．現金及び預金   619,422 698,344 

２．受取手形   206,989 342,033 

３．売掛金   2,386,743 2,780,537 

４．有価証券   591 591 

５．たな卸資産   626,172 448,158 

６．繰延税金資産   68,232 111,638 

７．前渡金   259,172 274,193 

８．前払費用   38,519 50,126 

９．その他   56,100 22,443 

10．貸倒引当金   △  78 △ 5,905 

流動資産合計   4,261,866 81.8 4,722,161 81.6

Ⅱ 固定資産    

(1）有形固定資産    

１．建物及び構築物  231,364 303,274  

減価償却累計額  77,939 153,425 100,630 202,643 

２．機械装置及び運搬具  604,154 540,496  

減価償却累計額  433,598 170,556 377,036 163,459 

３．工具器具及び備品  254,606 272,148  

減価償却累計額  192,530 62,075 199,511 72,636 

４．土地   433 433 

有形固定資産合計   386,490 7.4 439,172 7.6

(2）無形固定資産    

１．ソフトウェア   102,959 82,600 

２．連結調整勘定   － 183 

３．その他   7,871 7,876 

無形固定資産合計   110,830 2.1 90,660 1.6



   
前連結会計年度

（平成17年２月28日） 
当連結会計年度 

（平成18年２月28日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円）
構成比
（％） 

金額（千円） 
構成比
（％） 

(3）投資その他の資産    

１．投資有価証券 ※１  159,489 236,429 

２．長期貸付金   45,468 5,338 

３．破産債権、再生債権
更生債権その他これ
らに準ずる債権 

  14,561 14,754 

４．長期前払費用   8,615 8,553 

５．敷金及び保証金   247,190 231,956 

６．繰延税金資産   23,869 11,570 

７．その他   14,150 42,458 

８．貸倒引当金   △ 60,029 △ 20,092 

投資その他の資産合計   453,315 8.7 530,968 9.2

固定資産合計   950,637 18.2 1,060,801 18.4

資産合計   5,212,503 100.0 5,782,963 100.0

     

（負債の部）    

Ⅰ 流動負債    

１．買掛金   868,051 1,037,251 

２．短期借入金 ※１  1,450,000 1,100,000 

３．一年内返済予定長期借
入金 

※１  100,000 50,000 

４．未払法人税等   66,516 341,391 

５．賞与引当金   119,224 170,405 

６．未払金   151,571 185,056 

７．未払消費税等   54,771 79,385 

８．未払費用   67,124 72,835 

９．預り金   134,576 117,615 

10．その他   27,259 36,748 

流動負債合計   3,039,096 58.3 3,190,690 55.2

Ⅱ 固定負債    

１．長期借入金 ※１  50,000 － 

２．繰延税金負債   － 42,766 

３．長期未払金   － 17,067 

４．連結調整勘定   341 － 

固定負債合計   50,341 1.0 59,833 1.0

負債合計   3,089,437 59.3 3,250,523 56.2

     

（少数株主持分）    

少数株主持分   － － 25,406 0.4



  

  

   
前連結会計年度

（平成17年２月28日） 
当連結会計年度 

（平成18年２月28日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円）
構成比
（％） 

金額（千円） 
構成比
（％） 

（資本の部）    

Ⅰ 資本金 ※２  448,727 8.6 456,001 7.9

Ⅱ 資本剰余金   450,446 8.6 457,663 7.9

Ⅲ 利益剰余金   1,229,989 23.6 1,598,328 27.7

Ⅳ その他有価証券評価差額
金 

  36,574 0.7 87,973 1.5

Ⅴ 自己株式 ※３  △ 42,671 △ 0.8 △ 92,934 △ 1.6

資本合計   2,123,066 40.7 2,507,033 43.4

負債、少数株主持分 
及び資本合計 

  5,212,503 100.0 5,782,963 100.0

     



②【連結損益計算書】 

  

   
前連結会計年度

（自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円）
百分比
（％） 

金額（千円） 
百分比
（％） 

Ⅰ 売上高   8,237,141 100.0 9,533,157 100.0

Ⅱ 売上原価   5,638,610 68.5 6,451,512 67.7

売上総利益   2,598,530 31.5 3,081,644 32.3

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１  2,212,455 26.8 2,298,851 24.1

営業利益   386,075 4.7 782,793 8.2

Ⅳ 営業外収益    

１．受取利息  3 3  

２．受取配当金  2,059 2,304  

３．連結調整勘定償却額  6,227 341  

４．機材売却収入  － 3,017  

５．その他  2,525 10,815 0.1 4,247 9,914 0.1

Ⅴ 営業外費用    

１．支払利息  14,794 12,959  

２．為替差損  197 955  

３．新株発行費償却  － 1,922  

４．その他  1,749 16,741 0.2 3,141 18,978 0.2

経常利益   380,149 4.6 773,728 8.1

Ⅵ 特別利益    

１．固定資産売却益 ※２ 133 275  

２．投資有価証券売却益  － 23,330  

３．償却債権取立益  80 77  

４．貸倒引当金戻入額  6,120 160  

５．コンテンツ受益権売却
益 

 19,687 －  

６．その他  － 26,022 0.3 861 24,704 0.2

     



  

  

   
前連結会計年度

（自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円）
百分比
（％） 

金額（千円） 
百分比
（％） 

Ⅶ 特別損失    

１．固定資産売却損 ※３ － 1,204  

２．固定資産除却損 ※４ 6,368 18,400  

３．投資有価証券評価損  3,373 3,552  

４．たな卸資産除却損  36,440 13,669  

５．その他  － 46,183 0.6 457 37,284 0.3

税金等調整前当期純利
益 

 
 359,988 4.4 761,147 8.0

法人税、住民税及び事
業税 

 
106,432 388,509  

法人税等調整額  26,800 133,233 1.6 △ 23,413 365,095 3.8

少数株主損失   － － 20,916 0.2

当期純利益   226,754 2.8 416,968 4.4

     



③【連結剰余金計算書】 

  

  

   
前連結会計年度

（自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

（資本剰余金の部）  

Ⅰ 資本剰余金期首残高  446,068 450,446 

Ⅱ 資本剰余金増加高  

１．ストックオプション行
使による払込金 

 4,377 4,377 7,217 7,217 

Ⅲ 資本剰余金期末残高  450,446 457,663 

   

（利益剰余金の部）  

Ⅰ 利益剰余金期首残高  1,051,407 1,229,989 

Ⅱ 利益剰余金増加高  

１．当期純利益  226,754 226,754 416,968 416,968 

Ⅲ 利益剰余金減少高  

１．配当金  48,172 48,172 48,629 48,629 

Ⅳ 利益剰余金期末残高  1,229,989 1,598,328 

   



④【連結キャッシュ・フロー計算書】 

    
前連結会計年度

（自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純利益   359,988 761,147 

減価償却費   129,527 137,514 

長期前払費用償却   3,922 3,925 

新株発行費償却   － 1,592 

連結調整勘定償却額   △  6,227 △   341 

貸倒引当金の増加額（減少額）   △  5,557 5,990 

賞与引当金の増加額（減少額）   △  6,961 51,180 

受取利息及び受取配当金   △  2,063 △  2,308 

支払利息   14,794 12,959 

雑損失   670 － 

有形固定資産売却益   △   133 △   275 

有形固定資産売却損   － 1,204 

有形固定資産除却損   6,368 18,400 

投資有価証券評価損   3,373 3,552 

投資有価証券売却益   － △  23,330 

売上債権の増加額   △ 569,049 △ 529,031 

たな卸資産の減少額（増加額）   △ 148,010 178,014 

仕入債務の増加額   144,370 171,450 

その他流動資産の減少額（増加額）   △ 35,094 2,993 

その他流動負債の増加額   138,028 60,939 

その他   － △   841 

小計   27,946 854,737 

利息及び配当金の受取額   2,061 2,305 

利息の支払額   △ 15,919 △  12,501 

法人税等の支払額   △ 265,859 △ 116,472 

営業活動によるキャッシュ・フロー   △ 251,771 728,069 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出   △ 166,322 △ 160,081 

有形固定資産の売却による収入   － 1,352 

ソフトウェアの取得による支出   △ 48,806 △  13,455 

投資有価証券の取得による支出   △ 25,650 － 

投資有価証券の売却による収入   1 29,302 

出資金の払込による支出   △ 12,600 △  28,299 

貸付金の回収による収入   50 30 

敷金保証金の差入による支出   △ 72,591 △  3,051 

敷金保証金の返還による収入   9,519 18,287 

その他   － △  3,882 

投資活動によるキャッシュ・フロー   △ 316,400 △ 159,798 



  

  

  次へ 

    
前連結会計年度

（自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入れによる収入   2,850,000 4,000,000 

短期借入金の返済による支出   △ 2,300,000 △ 4,350,000 

長期借入金の返済による支出   △ 100,000 △  100,000 

株式の発行による収入   8,767 13,101 

少数株主からの払込による収入   － 46,797 

自己株式の取得による支出   △   655 △  50,263 

配当金の支払額   △  47,809 △  48,983 

財務活動によるキャッシュ・フロー   410,302 △  489,348 

    

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額   － － 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額   △ 157,869 78,922 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高   777,884 620,014 

Ⅶ 現金及び現金同等物の期末残高 ※ 620,014 698,936 

    



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前連結会計年度

（自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

１．連結の範囲に関する事項  子会社６社は全て連結の範囲に含め

ております。 

子会社７社は全て連結の範囲に含め

ております。 

  連結子会社名 連結子会社名 

  デジタルサイト㈱ 

㈱ウイーズ・ブレーン 

㈱プレイズ 

㈱プレント 

マックレイ㈱ 

㈱ウエップ 

㈱プレイズ、㈱プレント、マックレ

イ㈱については、当連結会計年度にお

いて新たに設立したことにより、連結

の範囲に含めることといたしました。 

デジタルサイト㈱ 

㈱ウイーズ・ブレーン 

㈱プレイズ 

㈱プレント 

マックレイ㈱ 

ポノポノコミュニケーションズ㈱ 

モバイルゲート㈱ 

前連結会計年度において連結子会社

でありました㈱ウエップは当連結会計

年度において、ポノポノコミュニケー

ションズ㈱に商号変更しております。 

なお、モバイルゲート㈱について

は、当連結会計年度において新たに設

立したため、連結の範囲に含めており

ます。 

２．持分法の適用に関する事項 持分法の適用会社はありません。 同左 

３．連結子会社の事業年度等に

関する事項 

すべての連結子会社の決算日は、連

結決算日と一致しております。 

同左 

４．会計処理基準に関する事項     

(1）重要な資産の評価基準及

び評価方法 

イ 有価証券 イ 有価証券 

(イ）子会社株式 (イ）子会社株式 

   総平均法による原価法 同左 

  (ロ）その他有価証券 (ロ）その他有価証券 

  時価のあるもの 時価のあるもの 

  期末日の市場価格等に基づく時

価法（評価差額は全部資本直入法

により処理し、売却原価は総平均

法により算定） 

同左 

  時価のないもの 時価のないもの 

  総平均法による原価法 同左 

  ロ デリバティブ ロ デリバティブ 

  時価法 同左 



項目 
前連結会計年度

（自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

  ハ たな卸資産 ハ たな卸資産 

  (イ）商品 (イ）商品 

  総平均法による原価法 

ただし、商品販売契約に基づい

て販売先に納入すべき部材の納入

が完了していない仕入先からの既

納入品は、個別法による原価法に

よっております。 

同左 

  (ロ）原材料 (ロ）原材料 

   総平均法による原価法 同左 

  (ハ）仕掛品 (ハ）仕掛品 

   個別法による原価法 同左 

  (ニ）貯蔵品 (ニ）貯蔵品 

   最終仕入原価法 同左 

(2）重要な減価償却資産の減

価償却の方法 

イ 有形固定資産 イ 有形固定資産 

定率法 同左 

  ただし、平成10年４月１日以降に

取得した建物（附属設備を除く）は

定額法によっております。 

  

  主な耐用年数   

  建物及び構築物   15～50年 

機械装置及び運搬具 ６～７年 

工具器具及び備品  ４～５年 

  

  ロ 無形固定資産 ロ 無形固定資産 

  定額法 同左 

  なお、自社利用のソフトウェアに

ついては社内における利用可能期間

（５年）に基づく定額法によってお

ります。 

  

  ハ 長期前払費用 ハ 長期前払費用 

  定額法 同左 

(3）繰延資産の処理方法 ────── イ 新株発行費 

     支出時に全額費用として処理して

おります。 



項目 
前連結会計年度

（自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

(4）重要な引当金の計上基準 イ 貸倒引当金 イ 貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備える

ため、一般債権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債権等特定債権

については個別に回収可能性を勘案

し、回収不能見込額を計上しており

ます。 

債権の貸倒れによる損失に備える

ため、一般債権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債権等特定債権

については個別に回収可能性を勘案

し、回収不能見込額を計上しており

ます。 

  （追加情報）   

  連結子会社については、親会社の

会計方針に統一するために、当連結

会計年度より一般債権について従来

の算定方法から貸倒実績率により算

定する方法に統一しました。この変

更に伴う損益への影響は軽微であり

ます。 

  

  ロ 賞与引当金 ロ 賞与引当金 

  従業員の賞与の支出に備えるた

め、将来の支給見込額のうち当期負

担額を計上しております。 

同左 

(5）重要な外貨建の資産又は

負債の本邦通貨への換算

基準 

外貨建金銭債権債務は、連結決算日

の直物為替相場により円貨に換算し、

換算差額は損益として処理しておりま

す。 

同左 

(6）重要なリース取引の処理

方法 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。 

同左 



  

項目 
前連結会計年度

（自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

(7）重要なヘッジ会計の方法 イ ヘッジ会計の方法 イ ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理 繰延ヘッジ処理 

  また、金利スワップ取引のうち

「金利スワップの特例処理」（金融

商品に係る会計基準注解（注14））

の対象となる取引については、当該

特例処理を適用しております。 

同左 

  ロ ヘッジ手段とヘッジ対象 ロ ヘッジ手段とヘッジ対象 

   ヘッジ手段…金利スワップ  ヘッジ手段…同左 

   ヘッジ対象…借入金  ヘッジ対象…同左 

  ハ ヘッジ方針 ハ ヘッジ方針 

  ヘッジの対象となるリスクは金利

リスクとし、金利の変動リスクを

ヘッジする目的で取締役会の承認

に基づきデリバティブ取引を利用

しております。 

同左 

  ニ ヘッジの有効性評価の方法 ニ ヘッジの有効性評価の方法 

  ヘッジ手段の変動額の累計額とヘ

ッジ対象の変動額の累計額を比較

して有効性を判定しております。 

同左 

(8）その他連結財務諸表作成

のための重要な事項 

イ 消費税等の会計処理 イ 消費税等の会計処理 

  消費税及び地方消費税の会計処理

は税抜方式によっております。 

同左 

５．連結子会社の資産及び負債

の評価に関する事項 

 連結子会社の資産及び負債の評価に

ついては、全面時価評価法を採用して

おります。 

同左 

６．連結調整勘定の償却に関す

る事項 

 連結調整勘定の償却については、５

年間の均等償却を行っております。 

同左 

７．利益処分項目等の取扱いに

関する事項 

 連結剰余金計算書は、連結会社の利

益処分について、連結会計年度中に確

定した利益処分に基づいて作成してお

ります。 

同左 

８．連結キャッシュ・フロー計

算書における資金の範囲 

 連結キャッシュ・フロー計算書にお

ける資金(現金及び現金同等物)は、手

許現金、随時引き出し可能な預金及び

容易に換金可能であり、かつ、価値の

変動について僅少なリスクしか負わな

い取得日から３ケ月以内に償還期限の

到来する短期投資からなっておりま

す。 

同左 



表示方法の変更 

  

追加情報 

  

  

  次へ 

前連結会計年度
（自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日） 

当連結会計年度
（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

（連結貸借対照表）   

前連結会計年度まで建物及び建物附属設備は「建物」

と表示しておりましたが、連結子会社である㈱マックレ

イの事業所の拡張に伴い構築物が発生したため、当連結

会計年度より「建物及び構築物」として表示しておりま

す。 

―――――― 

前連結会計年度
（自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日） 

当連結会計年度
（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

  （外形標準課税） 

―――――― 「地方税法等の一部を改正する法律」（平成15年法律

第９号）が平成15年３月31日に公布され、平成16年４月

１日以後に開始する連結会計年度より外形標準課税制度

が導入されたことに伴い、当連結会計年度から「法人事

業税における外形標準課税部分の損益計算書上の表示に

ついての実務上の取扱い」（平成16年２月13日 企業会

計標準委員会 実務対応報告第12号）に従い法人事業税

の付加価値割及び資本割2,838千円を販売費及び一般管

理費として処理しております。 



注記事項 

（連結貸借対照表関係） 

  

前連結会計年度
（平成17年２月28日） 

当連結会計年度
（平成18年２月28日） 

※１ 担保に供している資産 ※１         ―――――― 
  

投資有価証券 2,862千円

計 2,862千円

 上記物件について、短期借入金500,000千円、一

年内返済予定長期借入金100,000千円及び長期借入

金50,000千円の担保に供しております。 

  

※２ 当社の発行済株式総数は、普通株式7,061,288株

であります。 

※２ 当社の発行済株式総数は、普通株式14,245,776株

であります。 

※３ 当社が保有する自己株式の数は、普通株式

114,278株であります。 

※３ 当社が保有する自己株式の数は、普通株式

371,396株であります。 



（連結損益計算書関係） 

  

（連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

  

  

  次へ 

前連結会計年度
（自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日） 

当連結会計年度
（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目および金

額は次のとおりであります。 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目および金

額は次のとおりであります。 
  

役員報酬 136,245千円

給料手当・賞与 857,563千円

賞与引当金繰入額 85,149千円

賃借料 155,099千円

貸倒引当金繰入額 724千円

役員報酬 147,654千円

給料手当・賞与 864,748千円

賞与引当金繰入額 118,083千円

賃借料 164,008千円

貸倒引当金繰入額 7,756千円

※２ 固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。 ※２ 固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。 
  

工具器具及び備品 133千円 建物及び構築物 275千円

※３         ―――――― ※３ 固定資産売却損の内訳は次のとおりであります。 

機械装置及び運搬具 1,204千円

※４ 固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。 ※４ 固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。 
  

建物及び構築物 4,050千円

機械装置及び運搬具 1,153千円

工具器具及び備品 1,164千円

合計 6,368千円

建物及び構築物 1,729千円

機械装置及び運搬具 14,922千円

工具器具及び備品 1,748千円

合計 18,400千円

前連結会計年度
（自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日） 

当連結会計年度
（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

※ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係 

※ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係 
  

（平成17年２月28日現在）

現金及び預金勘定 619,422千円

マネーマネージメントファンド 591千円

現金及び現金同等物 620,014千円

（平成18年２月28日現在）

現金及び預金勘定 698,344千円

マネーマネージメントファンド 591千円

現金及び現金同等物 698,936千円



（リース取引関係） 

  

  

  次へ 

前連結会計年度
（自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日） 

当連結会計年度
（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引（借主側） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引（借主側） 

(1）リース物件の取得価額相当額、 減価償却累計額

相当額および期末残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当額、 減価償却累計額

相当額および期末残高相当額 
  

  
取得価額相
当額 
（千円） 

減価償却累
計額相当額 
（千円） 

期末残高相
当額 
（千円） 

機械装置及び
運搬具 

2,183,134 1,035,414 1,147,720

その他 25,132 16,353 8,779

合計 2,208,267 1,051,767 1,156,499

取得価額相
当額 
（千円） 

減価償却累
計額相当額 
（千円） 

期末残高相
当額 
（千円） 

機械装置及び
運搬具 

2,466,488 1,099,383 1,367,104 

その他 19,566 6,884 12,681 

合計 2,486,055 1,106,268 1,379,786 

(2）未経過リース料 期末残高相当額 (2）未経過リース料 期末残高相当額 
  

１年内 464,929千円

１年超 720,804千円

合計 1,185,733千円

１年内 506,878千円

１年超 888,894千円

合計 1,395,772千円

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相

当額 

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相

当額 
  

支払リース料 592,894千円

減価償却費相当額 560,959千円

支払利息相当額 21,453千円

支払リース料 585,120千円

減価償却費相当額 560,245千円

支払利息相当額 21,616千円

(4）減価償却費相当額の算定方法 (4）減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。 

同左 

(5）利息相当額の算定方法 (5）利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額相当額との

差額を利息相当額とし、各期への配分方法について

は、利息法によっております。 

同左 



（有価証券関係） 

有価証券 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

  種類 

前連結会計年度（平成17年２月28日） 当連結会計年度（平成18年２月28日） 

取得原価 
（千円） 

連結貸借対照
表計上額 
（千円） 

差額（千円）
取得原価
（千円） 

連結貸借対照
表計上額 
（千円） 

差額（千円）

連結貸借対照
表計上額が取
得原価を超え
るもの 

(1）株式 43,002 104,864 61,862 37,030 185,036 148,005

(2）債券   

① 国債・地方
債等 

－ － － － － －

② 社債 － － － － － －

③ その他 － － － － － －

(3）その他 － － － － － －

小計 43,002 104,864 61,862 37,030 185,036 148,005

連結貸借対照
表計上額が取
得原価を超え
ないもの 

(1）株式 1,042 713 △ 329 783 516 △  267

(2）債券   

① 国債・地方
債等 

－ － － － － －

② 社債 － － － － － －

③ その他 － － － － － －

(3）その他 － － － － － －

小計 1,042 713 △ 329 783 516 △  267

合計 44,044 105,577 61,533 37,813 185,552 147,738



２ 前連結会計年度及び当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

  

３ 時価評価されていない主な有価証券の内容 

  

４ その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額 

  

  

  次へ 

前連結会計年度
（自平成16年３月１日 至平成17年２月28日） 

当連結会計年度
（自平成17年３月１日 至平成18年２月28日） 

売却額（千円） 
売却益の合計額
（千円） 

売却損の合計額
（千円） 

売却額（千円）
売却益の合計額
（千円） 

売却損の合計額
（千円） 

－ － － 29,302 23,330 －

種類 
前連結会計年度（平成17年２月28日） 当連結会計年度（平成18年２月28日）

連結貸借対照表計上額（千円） 連結貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券 

非上場株式 54,162 50,877 

種類 

前連結会計年度（平成17年２月28日） 当連結会計年度（平成18年２月28日） 

１年以内 
（千円） 

１年超５年
以内 
（千円） 

５年超10年
以内 
（千円） 

10年超
（千円） 

１年以内
（千円） 

１年超５年
以内 
（千円） 

５年超10年
以内 
（千円） 

10年超
（千円） 

１．債券    

(1）国債・地方債等 － － － － － － － －

(2）社債 － － － － － － － －

(3）その他 － － － － － － － －

２．その他    

マネーマネージメ
ントファンド 

591 － － － 591 － － －

合計 591 － － － 591 － － －



（デリバティブ取引関係） 

１．取引の状況に関する事項 

  

前連結会計年度
（自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日） 

当連結会計年度
（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

(1）取引の内容 (1）取引の内容 

 当社は、金利スワップ取引を行っております。 同左 

(2）取引に対する取組方針 (2）取引に対する取組方針 

当社のデリバティブ取引は、将来の為替・金利の変

動によるリスク回避を目的としており、投機的な取引

は行わない方針であります。 

同左 

(3）取引の利用目的 (3）取引の利用目的 

借入金の支払利息について、変動リスクを回避する

目的で利用しております。 

なお、デリバティブ取引を利用してヘッジ会計を行

っております。 

同左 

 ヘッジ会計の方法  ヘッジ会計の方法 

 繰延ヘッジ処理  繰延ヘッジ処理 

また、金利スワップ取引のうち「金利スワップの特

例処理」（金融商品に係る会計基準注解（注14））の

対象となる取引については、当該特例処理を適用して

おります。 

同左 

 ヘッジ手段とヘッジ対象  ヘッジ手段とヘッジ対象 

 ヘッジ手段…金利スワップ  ヘッジ手段…同左 

 ヘッジ対象…借入金  ヘッジ対象…同左 

 ヘッジ方針  ヘッジ方針 

ヘッジの対象とするリスクは金利リスクとし、金利

の変動リスクをヘッジする目的で取締役会の承認に基

づきデリバティブ取引を利用しております。 

同左 

ヘッジの有効性評価の方法 ヘッジの有効性評価の方法 

ヘッジ手段の変動額の累計額とヘッジ対象の変動額

の累計額を比較して有効性を判定しております。 

同左 

(4）取引に係るリスクの内容 (4）取引に係るリスクの内容 

当社が利用しているデリバティブ取引は、借入金 

の市場金利の変動を一定の範囲に限定するものであ

り、重要な損失は発生しないと判断しております。 

同左 

(5）取引に係るリスク管理体制 (5）取引に係るリスク管理体制 

デリバティブ取引の執行・管理については、取引権

限を定めた社内ルールに従い、資金担当部門が決裁担

当者の承認を得て行っております。 

同左 

(6）取引の時価等に関する事項についての補足説明 (6）取引の時価等に関する事項についての補足説明 

取引の時価等に関する事項についての契約額等は、

あくまでもデリバティブ取引における名目的な契約額

または計算上の想定元本であり、当該金額自体がデリ

バティブ取引のリスクの大きさを示すものではありま

せん。 

同左 



２．取引の時価等に関する事項 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益 

金利関連 

（注）時価の算定方法は契約を締結した金融機関から提示された価格によっております。 

  

区分 種類 

前連結会計年度（平成17年２月28日） 当連結会計年度（平成18年２月28日） 

契約額等 
（千円） 

契約額等の
うち１年超 
（千円） 

時価
（千円） 

評価損益
（千円） 

契約額等
（千円） 

契約額等の
うち１年超
（千円） 

時価 
（千円） 

評価損益
（千円） 

市場取引
以外の取
引 

金利スワップ取引    

支払固定・受取変
動 

200,000 － △ 1,215 △ 1,215 － － － －

合計 200,000 － △ 1,215 △ 1,215 － － － －



（税効果会計関係） 

  

前連結会計年度（平成17年２月28日） 当連結会計年度（平成18年２月28日） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 
  
繰延税金資産（流動） （単位：千円）

未払事業税・事業所税 8,423

賞与引当金繰入超過額 49,965

少額固定資産 4,086

未払法定福利 5,630

その他 12,247

計 80,354

繰延税金負債（流動）  

特別償却準備金  △  2,100

計 △  2,100

繰延税金資産（流動）の純額 78,253

評価性引当金 △ 10,020

繰延税金資産（流動）合計 68,232

   

繰延税金資産（固定）  

減価償却超過額 4,726

貸倒引当金繰入超過額 18,690

少額固定資産 2,160

固定資産評価損失 6,686

投資有価証券評価損 19,647

子会社繰越欠損金 36,628

その他 198

計 88,738

繰延税金負債（固定）  

特別償却準備金 △  3,362

その他有価証券評価差額金 △ 24,958

計  △ 28,321

繰延税金資産（固定）の純額 60,416

評価性引当金 △ 36,547

繰延税金資産（固定）合計 23,869

繰延税金資産合計 92,102

繰延税金資産（流動） （単位：千円）

未払事業税・事業所税 32,291

賞与引当金繰入超過額 71,424

少額固定資産 4,312

未払法定福利 8,049

その他 9,910

計 125,988

繰延税金負債（流動）  

特別償却準備金 △  2,071

計 △  2,071

繰延税金資産（流動）の純額 123,917

評価性引当金 △ 12,279

繰延税金資産（流動）合計 111,638

   

繰延税金資産（固定）  

減価償却超過額 4,395

貸倒引当金繰入超過額 4,058

少額固定資産 2,786

固定資産評価損失 6,686

投資有価証券評価損 16,306

子会社繰越欠損金 27,932

その他 394

計 62,561

繰延税金負債（固定）  

特別償却準備金 △  1,232

その他有価証券評価差額金 △ 60,031

計 △ 61,264

繰延税金資産（固定）の純額 1,297

評価性引当金 △ 32,492

繰延税金資産（固定）合計 △ 31,195

繰延税金資産合計 80,442

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の主要な項目別内訳 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の主要な項目別内訳 
  
法定実効税率 40.49％

（調整）   

交際費等永久に損金に算入されない項目 6.07 

住民税均等割額 0.66 

評価性引当額の増減 △ 9.58 

その他 △ 0.64 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 37.00％

法定実効税率 40.49％

（調整）   

交際費等永久に損金に算入されない項目 3.68 

住民税均等割額 0.45 

未実現利益による税効果未認識額 1.43 

その他 1.92 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 47.97％



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

最近２連結会計年度の事業の種類別セグメント情報は次のとおりであります。 

前連結会計年度（自平成16年３月１日 至平成17年２月28日） 

（注）１．事業区分の方法 

事業は取扱品目の類似性を考慮して区分しております。 

２．各区分に属する主要な事業内容 

３．営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は476,986千円であり、これは持株会社である当社の

固有業務に関連する費用であります。 

４．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は、4,360,895千円であり、その主なものは、当社での余資運用

資金（現金及び有価証券）、長期投資資金（投資有価証券）及び管理部門に係る資産及び繰延税金資産であります。 

５．減価償却費及び資本的支出には無形固定資産、長期前払費用に係る償却額及び支出額が含まれています。 

６．営業費用の配賦方法の変更 

従来、全社共通費についても一定の基準を設け全額各事業区分に配賦しておりましたが、当連結会計年度より全社共通費

については「消去又は全社」に表示することとしました。 

この変更は持株会社制に移行したことに伴い、持株会社である株式会社レイにグループの管理機能が集約されたことによ

り、全社共通費を明確に区分することが可能となったため、共通費の配賦を行わない方がより事業の状況を適切に表現する

と判断したことにより表示の変更を行うものであります。 

この結果、従来の方法に比べて当連結会計年度の営業費用は「ビジネスコミュニケーション事業」が239,900千円減少し、

「デジタルコンテンツ事業」が237,086千円減少することになり、「消去又は全社」の区分の営業費用が476,986千円増加し

ています。 

また同会計処理の変更は、当下半期において行われたため、当中間連結会計期間は従来の方法によっております。 

  

ビジネスコミ
ュニケーショ
ン事業 
（千円） 

デジタルコン
テンツ事業 
（千円） 

計（千円）
消去又は全社 
（千円） 

連結 
（千円） 

Ⅰ 売上高及び営業利益   

売上高   

(1）外部顧客に対する売上高 4,219,321 4,017,820 8,237,141 － 8,237,141

(2）セグメント間の内部売上高
又は振替高 

15,261 58,968 74,230 （ 74,230） －

計 4,234,582 4,076,789 8,311,371 （ 74,230） 8,237,141

営業費用 3,825,138 3,623,171 7,448,309 402,756 7,851,066

営業利益 409,444 453,618 863,062 （ 476,986） 386,075

Ⅱ 資産、減価償却費及び資本的
支出 

  

資産 2,362,592 2,240,208 4,602,800 609,702 5,212,503

減価償却費 49,402 62,360 111,763 21,687 133,450

資本的支出 48,226 123,044 171,270 22,657 193,928

  事業区分 主要事業内容 

  ビジネスコミュニケーション事業 映像を中心とした企画制作、デジタル映像機材を駆使した

演出 

  デジタルコンテンツ事業 各種映像のデジタル加工、コマーシャル制作、コンテンツ

のＤＶＤ化、デジタル映像機器販売 



従って、当中間連結会計期間において変更後の方法によった場合、営業費用は「ビジネスコミュニケーション事業」が、

113,556千円減少し、「デジタルコンテンツ事業」が118,260千円減少することになり、「消去又は全社」の区分の営業費用

が231,817千円増加することになります。 

  

 なお、前連結会計年度のセグメント情報を、当連結会計年度において用いた方法により区分すると次のようになります。 

（自平成15年３月１日 至平成16年２月29日） 

  

 また、当中間連結会計期間のセグメント情報を、当連結会計年度において用いた方法により区分すると次のようになりま

す。 

（自平成16年３月１日 至平成16年８月31日） 

  

  

ビジネスコミ
ュニケーショ
ン事業 
（千円） 

デジタルコン
テンツ事業 
（千円） 

計（千円）
消去又は全社 
（千円） 

連結 
（千円） 

Ⅰ 売上高及び営業利益   

売上高   

(1）外部顧客に対する売上高 4,222,827 3,426,393 7,649,221 － 7,649,221

(2）セグメント間の内部売上高
又は振替高 

29,683 45,610 75,293 （ 75,293） －

計 4,252,511 3,472,003 7,724,514 （ 75,293） 7,649,221

営業費用 3,636,864 3,224,302 6,861,167 353,985 7,215,152

営業利益 615,646 247,701 863,347 （ 429,279） 434,068

Ⅱ 資産、減価償却費及び資本的
支出 

  

資産 1,916,486 1,463,664 3,380,150 1,100,103 4,480,253

減価償却費 52,185 88,686 140,871 16,635 157,507

資本的支出 72,568 89,463 162,032 58,746 220,779

  

ビジネスコミ
ュニケーショ
ン事業 
（千円） 

デジタルコン
テンツ事業 
（千円） 

計（千円）
消去又は全社 
（千円） 

連結 
（千円） 

売上高   

(1）外部顧客に対する売上高 1,885,126 2,057,654 3,942,781 － 3,942,781

(2）セグメント間の内部売上高
又は振替高 

5,749 40,566 46,316 （ 46,316） －

計 1,890,876 2,098,221 3,989,098 （ 46,316） 3,942,781

営業費用 1,695,498 1,880,122 3,575,620 185,500 3,761,121

営業利益 195,378 218,099 413,477 （ 231,817） 181,659



当連結会計年度（自平成17年３月１日 至平成18年２月28日） 

（注）１．事業区分の方法 

事業は取扱品目の類似性を考慮して区分しております。 

２．各区分に属する主要な事業内容 

３．営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は481,505千円であり、これは持株会社である当社の

固有業務に関連する費用であります。 

４．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は、3,744,565千円であり、その主なものは、当社での余資運用

資金（現金及び有価証券）、長期投資資金（投資有価証券）及び繰延税金資産等であります。 

５．減価償却費及び資本的支出には無形固定資産、長期前払費用に係る償却額及び支出額が含まれています。 

  

  

ビジネスコミ
ュニケーショ
ン事業 
（千円） 

デジタルコン
テンツ事業 
（千円） 

計（千円）
消去又は全社 
（千円） 

連結 
（千円） 

Ⅰ 売上高及び営業利益   

売上高   

(1）外部顧客に対する売上高 5,831,541 3,701,615 9,533,157 － 9,533,157

(2）セグメント間の内部売上高
又は振替高 

17,593 137,148 154,741 （ 154,741） －

計 5,849,135 3,838,763 9,687,898 （ 154,741） 9,533,157

営業費用 4,909,917 3,514,024 8,423,941 326,422 8,750,364

営業利益 939,218 324,738 1,263,957 （ 481,164） 782,793

Ⅱ 資産、減価償却費及び資本的
支出 

  

資産 3,369,163 2,163,243 5,532,406 250,556 5,782,963

減価償却費 57,664 60,167 117,832 23,607 141,439

資本的支出 131,327 50,245 181,573 14,163 195,736

  事業区分 主要事業内容 

  ビジネスコミュニケーション事業 映像を中心とした企画制作、デジタル映像機材を駆使した

演出 

  デジタルコンテンツ事業 各種映像のデジタル加工、コマーシャル制作、コンテンツ

のＤＶＤ化、デジタル映像機器販売 



【所在地別セグメント情報】 

前連結会計年度（自平成16年３月１日 至平成17年２月28日）及び当連結会計年度（自平成17年３月１日 至平成18年２

月28日） 

本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため、該当事項はありません。 

  

【海外売上高】 

前連結会計年度（自平成16年３月１日 至平成17年２月28日）及び当連結会計年度（自平成17年３月１日 至平成18年２

月28日） 

海外売上高は、いずれも連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。 

  

  



【関連当事者との取引】 

前連結会計年度（自平成16年３月１日 至平成17年２月28日） 

該当事項はありません。 

  

当連結会計年度（自平成17年３月１日 至平成18年２月28日） 

該当事項はありません。 

  



（１株当たり情報） 

（注）１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

前連結会計年度
（自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日） 

当連結会計年度
（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

  

１株当たり純資産額 305円60銭

１株当たり当期純利益 32円75銭

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 32円47銭

１株当たり純資産額 180円70銭 

１株当たり当期純利益 29円90銭 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 29円88銭 

  
当社は、平成17年10月20日付で株式１株につき２株の

株式分割を行っております。 

なお、当該株式分割が前期首に行われたと仮定した場

合の前連結会計年度における１株当たり情報について

は、以下のとおりとなります。 
  

１株当たり純資産額 152円80銭 

１株当たり当期純利益 16円38銭 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 16円24銭 

  
前連結会計年度

(自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日) 

１株当たり当期純利益金額   

当期純利益（千円） 226,754 416,968 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － 

普通株式に係る当期純利益（千円） － － 

期中平均株式数（株） 6,923,544 13,945,011 

    

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額   

当期純利益調整額（千円） － － 

（うち支払利息(税額相当額控除後)） － － 

普通株式増加数（株） 59,273 8,871 

（うち新株予約権） （  59,273） （  8,871） 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整

後１株当たり当期純利益の算定に含めなか

った潜在株式の概要 

新株予約権（１種類57,500

株）。新株予約権の概要は「第４

提出会社の状況、１ 株式の状

況、（2）新株予約権等の状況」

に記載のとおりであります。 

新株予約権（１種類97,800

株）。新株予約権の概要は「第４

提出会社の状況、１ 株式の状

況、（2）新株予約権等の状況」

に記載のとおりであります。 



（重要な後発事象） 

  

  

前連結会計年度
（自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日） 

当連結会計年度
（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

────── 当社は、平成18年４月10日開催の取締役会において、

デジタルコンテンツ事業の映像企画力を強化し、収益性

を高めることを目的として、株式会社ティーシー・マッ

クスの株式を取得し子会社化することを決議し、平成18

年４月24日に株式取得を実施致しました。 

株式取得に関する概要は次のとおりであります。 

１．株式取得の相手先の名称 

金子彰宏 他 

２．買収会社の名称、事業内容、規模 

（会社の名称） 

株式会社ティーシー・マックス 

（事業内容） 

ＴＶＣＭ企画制作 

（規模） 

平成17年４月期売上高  1,657百万円 

３．株式取得の時期 

平成18年４月24日 

４．取得する株式の数、取得価額及び取得後の持分比率 

取得株式数 776株 

取得価額  28百万円 

持分比率  97％ 



⑤【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

該当事項はありません。 

  

【借入金等明細表】 

（注）１．平均利率については、期末借入金残高に対する加重平均利率を記載しております。 

  

(2）【その他】 

該当事項はありません。 

  

  

区分 
前期末残高
（千円） 

当期末残高
（千円） 

平均利率
（％） 

返済期限 

短期借入金 1,450,000 1,100,000 0.79 － 

１年以内に返済予定の長期借入金 100,000 50,000 0.75 － 

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。） 50,000 － － － 

その他の有利子負債 － － － － 

合計 1,600,000 1,150,000 － － 



２【財務諸表等】 

(1）【財務諸表】 

①【貸借対照表】 

  

   
前事業年度

（平成17年２月28日） 
当事業年度 

（平成18年２月28日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円）
構成比
（％） 

金額（千円） 
構成比
（％） 

（資産の部）    

Ⅰ 流動資産    

１．現金及び預金   172,408 161,351 

２．売掛金   623,978 210 

３．有価証券   591 591 

４．貯蔵品   216 376 

５．前渡金   85 － 

６．前払費用   9,677 14,702 

７．繰延税金資産   8,354 7,156 

８. 関係会社短期貸付金   880,000 790,000 

９．その他   42,714 4,307 

流動資産合計   1,738,027 39.8 978,695 26.1

Ⅱ 固定資産    

(1）有形固定資産    

１．建物  28,578 28,981  

減価償却累計額  10,605 17,972 13,079 15,902 

２．機械及び装置  435 435  

減価償却累計額  413 21 413 21 

３．工具器具及び備品  38,984 46,407  

減価償却累計額  32,855 6,128 31,450 14,957 

有形固定資産合計   24,122 0.6 30,882 0.8

(2）無形固定資産    

１．電話加入権   6,814 6,814 

２．電話施設利用権   149 135 

３．ソフトウェア   59,647 45,355 

無形固定資産合計   66,610 1.5 52,305 1.4



  

   
前事業年度

（平成17年２月28日） 
当事業年度 

（平成18年２月28日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円）
構成比
（％） 

金額（千円） 
構成比
（％） 

(3）投資その他の資産    

１．投資有価証券 ※１  150,911 224,266 

２．関係会社株式   2,011,636 2,121,674 

３．出資金   114,281 131,780 

４．長期貸付金   45,468 5,338 

５．破産債権、再生債権
更生債権その他これ
らに準ずる債権 

   116 116 

６．繰延税金資産    35,783 － 

７．敷金及び保証金   220,863 205,171 

８．貸倒引当金    △ 45,584 △ 5,454 

投資その他の資産合計    2,533,476 58.1 2,682,892 71.7

固定資産合計    2,624,210 60.2 2,766,079 73.9

資産合計    4,362,237 100.0 3,744,775 100.0

     

（負債の部）    

Ⅰ 流動負債    

１．買掛金 ※５  632,865 411 

２．短期借入金 ※１  1,450,000 1,100,000 

３．関係会社短期借入金   40,000 420,000 

４．一年内返済予定長期借
入金 

※１  100,000 50,000 

５．未払金   39,455 35,047 

６．未払費用   7,747 8,440 

７．未払法人税等   34,195 37,364 

８．前受金   241 4,185 

９．預り金   17,957 10,498 

10．賞与引当金   10,790 14,204 

11．その他   1,215 1,048 

流動負債合計   2,334,470 53.5 1,681,200 44.9

Ⅱ 固定負債    

１．長期借入金 ※１  50,000 － 

２．繰延税金負債   － 14,331 

固定負債合計   50,000 1.2 14,331 0.4

負債合計   2,384,470 54.7 1,695,531 45.3



   
前事業年度

（平成17年２月28日） 
当事業年度 

（平成18年２月28日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円）
構成比
（％） 

金額（千円） 
構成比
（％） 

（資本の部）    

Ⅰ 資本金 ※２  448,727 10.3 456,001 12.2

Ⅱ 資本剰余金    

１．資本準備金  450,446 457,663  

資本剰余金合計   450,446 10.3 457,663 12.2

Ⅲ 利益剰余金    

１．利益準備金  5,300 5,300  

２．任意積立金    

特別償却準備金  9,941 7,148  

別途積立金  160,000 160,000  

３．当期未処分利益  911,081 971,960  

利益剰余金合計   1,086,323 24.9 1,144,408 30.6

Ⅳ その他有価証券評価差額
金 

※４  34,941 0.8 84,104 2.2

Ⅴ 自己株式 ※３  △ 42,671 △ 1.0 △ 92,934 △ 2.5

資本合計   1,977,767 45.3 2,049,243 54.7

負債・資本合計   4,362,237 100.0 3,744,775 100.0

      



②【損益計算書】 

  

   
前事業年度

（自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日） 

当事業年度 
（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円）
百分比
（％） 

金額（千円） 
百分比
（％） 

Ⅰ 売上高 ※１   

１．経営管理収入  313,057 653,762  

２．商品売上高  501,878 －  

３．制作品売上高  2,282,231 －  

４．その他売上  － 3,097,168 100.0 13,388 667,150 100.0

Ⅱ 売上原価    

(1）商品売上原価    

１．商品期首棚卸高  19,091 －  

２．当期商品仕入高  457,709 －  

合計  476,801 －  

３．会社分割に伴う減少
高 

 26,276 －  

４．商品期末棚卸高  － －  

商品売上原価  450,524 －  

(2）制作品売上原価  1,505,254 －  

(3）その他売上原価  － 1,955,779 63.1 8,153 8,153 1.2

売上総利益   1,141,388 36.9 658,996 98.8

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※２  946,009 30.6 483,748 72.5

営業利益   195,378 6.3 175,248 26.3

Ⅳ 営業外収益    

１．受取利息 ※１ 8,713 11,494  

２．受取配当金  1,840 1,798  

３．組合収益分配金  － 2,704  

４．その他  1,242 11,796 0.4 1,765 17,763 2.7

Ⅴ 営業外費用    

１．支払利息 ※１ 14,979 18,008  

２. 新株発行費償却  － 1,390  

３．その他  271 15,251 0.5 287 19,686 3.0

経常利益   191,924 6.2 173,324 26.0

Ⅵ 特別利益    

１. 投資有価証券売却益  － 23,330  

２．償却債権取立益  80 77  

３．貸倒引当金戻入額  856 936 0.0 30 23,437 3.5



  

   
前事業年度

（自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日） 

当事業年度 
（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円）
百分比
（％） 

金額（千円） 
百分比
（％） 

Ⅶ 特別損失    

１．固定資産除却損 ※３ 570 712  

２．投資有価証券評価損  397 967 0.0 3,285 3,998 0.6

税引前当期純利益   191,893 6.2 192,764 28.9

法人税、住民税及び事
業税 

 66,631 68,186  

法人税等調整額  △ 5,392 61,239 2.0 17,862 86,049 12.9

当期純利益   130,653 4.2 106,714 16.0

前期繰越利益   780,427 865,245 

当期未処分利益   911,081 971,960 

     



制作原価明細書 

  

  

  

    
前事業年度

（自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日） 

当事業年度 
（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円）
構成比
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

Ⅰ 材料費  44,992 2.9 － －

Ⅱ 外注費  591,430 37.8 － －

Ⅲ 労務費  243,952 15.6 － －

Ⅳ 経費 ※１ 684,140 43.7 － －

当期総製造費用  1,564,515 100.0 － －

期首仕掛品たな卸高  122,516 － 

合計  1,687,032 － 

期末仕掛品たな卸高  － － 

会社分割に伴う減少高  181,777 － 

当期制作品売上原価  1,505,254 － 

    

前事業年度 
（自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日） 

当事業年度
（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

原価計算の方法は、個別原価計算によっております。 ────── 

※１ 経費の主な内訳は次のとおりであります。   
  

有形固定資産減価償却費 38,775千円

無形固定資産減価償却費 6,302千円

長期前払費用償却費 961千円

機材リース料 324,720千円

賃借料 105,223千円



③【利益処分計算書】 

（注） 特別償却準備金は、租税特別措置法の規定に基づくものであります。 

  

  

  次へ 

    
前事業年度

（株主総会承認日 
平成17年５月26日） 

当事業年度 
（株主総会承認日 
平成18年５月30日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 当期未処分利益  911,081 971,960 

Ⅱ 任意積立金取崩額  

１．特別償却準備金取崩額  2,793 2,793 2,793 2,793 

合計  913,874 974,753 

Ⅲ 利益処分額  

１．配当金  48,629 48,629 69,371 69,371 

Ⅳ 次期繰越利益  865,245 905,381 

   



重要な会計方針 

項目 
前事業年度

（自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日） 

当事業年度 
（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

１．有価証券の評価基準及び

評価方法 

(1）子会社株式 (1）子会社株式 

総平均法による原価法 同左 

  (2）その他有価証券 (2）その他有価証券 

  時価のあるもの 時価のあるもの 

  決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部資本直入法により処

理し、売却原価は総平均法により算

定） 

同左 

  時価のないもの 時価のないもの 

  総平均法による原価法 同左 

２．デリバティブ等の評価基

準及び評価方法 

(1）デリバティブ (1）デリバティブ 

  時価法 同左 

３．たな卸資産の評価基準及

び評価方法 

(1）貯蔵品 (1）貯蔵品 

最終仕入原価法 同左 

４．固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 (1）有形固定資産 

定率法 定率法 

  主な耐用年数 主な耐用年数 

  建物         15年 

機械及び装置     ８年 

工具器具及び備品 ５～６年 

建物       15～18年 

機械及び装置     ８年 

工具器具及び備品 ２～５年 

  (2）無形固定資産 (2）無形固定資産 

  定額法 同左 

   なお、自社利用のソフトウェアにつ

いては、社内における利用可能期間

（５年）に基づく定額法によっており

ます。 

  

  (3）長期前払費用   

  定額法   

５．繰延資産の処理方法 (1）新株発行費 (1）新株発行費 

   支出時に全額費用として処理してお

ります。 

同左 

６．外貨建の資産及び負債の

本邦通貨への換算基準 

 外貨建金銭債権債務は、期末日の直物

為替相場により円貨に換算し、換算差額

は損益として処理しております。 

同左 



  

項目 
前事業年度

（自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日） 

当事業年度 
（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

７．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 (1）貸倒引当金 

   債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を勘案し、回

収不能見込額を計上しております。 

同左 

  (2）賞与引当金 (2）賞与引当金 

   従業員の賞与の支出に備えるため、

将来の支給見込額のうち当期負担額を

計上しております。 

同左 

８．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理によって

おります。 

同左 

９．ヘッジ会計の方法 (1）ヘッジ会計の方法 (1）ヘッジ会計の方法 

    繰延ヘッジ処理   繰延ヘッジ処理 

  また、金利スワップ取引のうち「金

利スワップの特例処理」（金融商品に

係る会計基準注解（注14））の対象と

なる取引については、当該特例処理を

適用しております。 

同左 

  (2）ヘッジ手段とヘッジ対象 (2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

  ヘッジ手段…金利スワップ ヘッジ手段…同左 

  ヘッジ対象…借入金 ヘッジ対象…同左 

  (3）ヘッジ方針 (3）ヘッジ方針 

  ヘッジの対象とするリスクは金利リ

スクとし、金利の変動リスクをヘッジ

する目的で取締役会の承認に基づきデ

リバティブ取引を利用しております。 

同左 

  (4）ヘッジの有効性評価の方法 (4）ヘッジの有効性評価の方法 

  ヘッジ手段の変動額の累計額とヘッ

ジ対象の変動額の累計額を比較して有

効性を判定しております。 

同左 

10．その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項 

(1）消費税等の会計処理 (1）消費税等の会計処理 

税抜方式によっております。 

  

同左 

  



会計処理方法の変更 

  

追加情報 

  

  

  次へ 

前事業年度 
（自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日） 

当事業年度
（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

従来、子会社であるデジタルサイト株式会社及び株式

会社ウイーズ・ブレーンからの経営指導料等の業務委託

収入は主たる事業以外の付随業務として販売費及び一般

管理費からの控除項目として処理しておりましたが、平

成16年９月１日に持株会社制に移行したことに伴い、他

の新設子会社からの業務委託収入と同様に当下半期から

売上高として処理することにいたしました。 

この変更により、従来と同一の基準によった場合に比

べ、売上高が313,057千円増加し、営業利益、経常利益

及び税引前当期純利益への影響はありません。 

また、同会計処理の変更は、当下半期において行われ

たため、当中間会計期間は従来の方法によっておりま

す。 

従って、当中間会計期間において変更後の方法によっ

た場合、売上高が46,800千円増加し、営業利益、経常利

益及び税引前中間純利益への影響はありません。 

────── 

前事業年度 
（自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日） 

当事業年度
（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

────── （外形標準課税） 

「地方税法等の一部を改正する法律」（平成15年法律

第９号）が平成15年３月31日に公布され、平成16年４月

１日以降に開始する事業年度より外形標準課税制度が導

入されたことに伴い、当事業年度から「法人事業税にお

ける外形標準課税部分の損益計算書上の表示についての

実務上の取扱い」（平成16年２月13日 企業会計基準委

員会 実務対応報告第12号）に従い、法人事業税の付加

価値割及び資本割2,571千円を販売費及び一般管理費と

して処理しております。 



注記事項 

（貸借対照表関係） 

  

前事業年度 
（平成17年２月28日） 

当事業年度
（平成18年２月28日） 

※１ 担保資産及び担保付債務 ※１        ────── 

 担保に供している資産は次のとおりであります。   
  

投資有価証券 2,862千円

計 2,862千円

 担保付債務は次のとおりであります。   
  

短期借入金 500,000千円

一年内返済予定長期借入金 100,000千円

長期借入金 50,000千円

※２ 授権株式数及び発行済株式総数 ※２ 授権株式数及び発行済株式総数 
  

授権株式数   普通株式 18,000,000株

発行済株式総数 普通株式 7,061,288株

授権株式数   普通株式 56,000,000株

発行済株式総数 普通株式 14,245,776株

※３ 自己株式 ※３ 自己株式 

 当社が保有する自己株式の数は、普通株式

114,278株であります。 

 当社が保有する自己株式の数は、普通株式

371,396株であります。 

※４ 配当可能利益からの控除額 ※４ 配当可能利益からの控除額 

 配当可能利益から控除することとされている商法

施行規則第124条第３号に規定する純資産額は

34,941千円であります。 

 配当可能利益から控除することとされている商法

施行規則第124条第３号に規定する純資産額は

84,104千円であります。 

※５ 関係会社項目 ※５        ────── 

 関係会社に対する資産及び負債には区分掲記され

たもののほか次のものがあります。 

  

  
流動負債 金額 

買掛金 632,862千円 

  
 ６ 偶発債務 

債務保証 

 次の関係会社等について、取引先への支払に対し

債務保証を行っております。 

保証先 金額 内容 

㈱プレント 102,900千円 リース債務 



（損益計算書関係） 

  

  

  次へ 

前事業年度 
（自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日） 

当事業年度
（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

※１ 関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれ

ております。 

※１ 関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれ

ております。 
  

  

売上高 236,110千円

受取利息 8,712千円

売上高 653,762千円

受取利息 11,494千円

支払利息 5,049千円

※２ 販売費に属する費用のおおよその割合は55％、一

般管理費に属する費用のおおよその割合は45％であ

ります。 

※２ 販売費及び一般管理費の全額が一般管理費に属す

るものであります。 

主要な費目および金額は次のとおりであります。 主要な費目および金額は次のとおりであります。 
  

役員報酬 136,245千円

給料手当 289,364千円

賞与 52,248千円

賞与引当金繰入額 10,790千円

法定福利費 50,438千円

支払手数料 53,347千円

有形固定資産減価償却費 7,973千円

無形固定資産減価償却費 18,823千円

長期前払費用償却費 1,000千円

賃借料 57,237千円

  

役員報酬 136,218千円

給料手当 96,406千円

賞与引当金繰入額 14,204千円

支払手数料 39,225千円

減価償却費 23,949千円

賃借料 25,225千円

※３ 固定資産除却損は、建物394千円、工具器具及び

備品175千円であります。 

※３ 固定資産除却損は、工具器具及び備品712千円で

あります。 



（リース取引関係） 

  

  

  次へ 

前事業年度 
（自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日） 

当事業年度
（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引 

１．借主側 １．借主側 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額および期末残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額および期末残高相当額 
  

  
取得価額相
当額 
（千円） 

減価償却累
計額相当額
（千円） 

期末残高相
当額 
（千円） 

機械及び装置 2,172,587 1,028,213 1,144,374

その他 35,679 23,554 12,125

合計 2,208,267 1,051,767 1,156,499

取得価額相
当額 
（千円） 

減価償却累
計額相当額
（千円） 

期末残高相
当額 
（千円） 

機械及び装置 2,484,759 1,098,141 1,386,617 

その他 27,722 10,879 16,842 

合計 2,512,481 1,109,021 1,403,460 

(2）未経過リース料期末残高相当額 (2）未経過リース料期末残高相当額 
  

１年内 464,929千円

１年超 720,804千円

合計 1,185,733千円

１年内 513,485千円

１年超 905,961千円

合計 1,419,446千円

(3）支払リース料、減価償却費相当額および支払利息

相当額 

(3）支払リース料、減価償却費相当額および支払利息

相当額 
  

支払リース料 580,812千円

減価償却費相当額 551,002千円

支払利息相当額 21,382千円

支払リース料 587,872千円

減価償却費相当額 562,998千円

支払利息相当額 21,616千円

(4）減価償却費相当額の算定方法 (4）減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。 

同左 

(5）利息相当額の算定方法 (5）利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との

差額を利息相当額とし、各期への配分方法について

は、利息法によっております。 

同左 

２．貸主側 ２．貸主側 

未経過リース料期末残高相当額 未経過リース料期末残高相当額 
  

１年内 464,929千円

１年超 720,804千円

合計 1,185,733千円

１年内 511,328千円

１年超 899,275千円

合計 1,410,604千円

（注） 上記はすべての転貸リース取引に係る貸主側の

未経過リース料期末残高相当額であります。 

なお、当該転貸リース取引はすべて同一の条件

で第三者にリースしているので同額の残高が上記

の借主側の未経過リース料期末残高相当額に含ま

れております。 

（注） 上記はすべての転貸リース取引に係る貸主側の

未経過リース料期末残高相当額であります。 

なお、当該転貸リース取引はすべて同一の条件

で第三者にリースしているので同額の残高が上記

の借主側の未経過リース料期末残高相当額に含ま

れております。 

そのため、借主側の支払リース料587,872千円

のうち、当社が負担している支払リース料は

2,286千円となっております。 



（有価証券関係） 

前事業年度（平成17年２月28日現在）及び当事業年度（平成18年２月28日現在）における子会社株式で時価のあるものはあ

りません。 

  

（税効果会計関係） 

  

前事業年度 
（平成17年２月28日） 

当事業年度
（平成18年２月28日） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 
  
繰延税金資産（流動） （単位：千円）

未払事業税・事業所税 4,763 

賞与引当金繰入超過額 4,369 

少額固定資産 671 

未払法定福利 500 

繰延税金負債（流動）   

特別償却準備金 △ 1,949 

繰延税金資産（流動）の純額 8,354 

  

繰延税金資産（固定）   

貸倒引当金繰入超過額 16,792 

投資有価証券評価損 16,706 

少額固定資産 464 

会社分割により交付を受けた株
式に係る税効果額 

28,435 

その他 198 

繰延税金負債（固定）   

特別償却準備金 △ 3,040 

その他有価証券評価差額金 △ 23,774 

繰延税金資産（固定）の純額 35,783 

繰延税金資産合計 44,138 

繰延税金資産（流動） （単位：千円）

未払事業税・事業所税 2,174 

賞与引当金繰入超過額 5,751 

少額固定資産 512 

未払法定福利 668 

繰延税金負債（流動） 9,106 

特別償却準備金 △ 1,949 

繰延税金資産（流動）の純額 7,156 

  

繰延税金資産（固定）   

貸倒引当金繰入超過額 1,269 

投資有価証券評価損 13,835 

少額固定資産 48 

会社分割により交付を受けた株
式に係る税効果額 

28,435 

その他 394 

繰延税金負債（固定）   

特別償却準備金 △ 1,090 

その他有価証券評価差額金 △ 57,223 

繰延税金資産（固定）の純額 △ 14,331 

繰延税金資産合計 △ 7,174 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の主要な項目別内訳 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の主要な項目別内訳 
  
法定実効税率 40.49％

（調整）   

交際費等永久に損金に算入されな
い項目 

5.80 

住民税均等割額 0.34 

会社分割により交付を受けた株式
に係る税効果額 

△ 14.82 

その他 0.10 

税効果会計適用後の法人税等の負
担率 

31.91％

法定実効税率 40.49％

（調整）   

交際費等永久に損金に算入されな
い項目 

3.43 

住民税均等割額 0.15 

受取配当金等永久に益金に算入さ
れない項目 

△ 0.08 

その他 0.65 

税効果会計適用後の法人税等の負
担率 

44.64％



（１株当たり情報） 

（注）１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

前事業年度 
（自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日） 

当事業年度
（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

  

１株当たり純資産額 284円69銭

１株当たり当期純利益 18円87銭

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 18円71銭

１株当たり純資産額 147円70銭

１株当たり当期純利益 7円65銭

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 7円65銭

  
当社は、平成17年10月20日付で株式１株につき２株の

株式分割を行っております。 

なお、当該株式分割が前期首に行われたと仮定した場

合の前事業年度における１株当たり情報については、以

下のとおりとなります。 
  

１株当たり純資産額 142円35銭 

１株当たり当期純利益 9円44銭 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 9円36銭 

  
前事業年度

（自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日） 

当事業年度 
（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

１株当たり当期純利益金額   

当期純利益（千円） 130,653 106,714 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － 

普通株式に係る当期純利益（千円） － － 

期中平均株式数（株） 6,923,544 13,945,011 

    

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額   

当期純利益調整額（千円） － － 

（うち支払利息(税額相当額控除後)） － － 

普通株式増加数（株） 59,273 8,871 

（うち新株予約権） （  59,273） （  8,871） 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整

後１株当たり当期純利益の算定に含めなか

った潜在株式の概要 

新株予約権（１種類57,500

株）。新株予約権の概要は「第４

提出会社の状況、１ 株式の状

況、（2）新株予約権等の状況」

に記載のとおりであります。 

新株予約権（１種類97,800

株）。新株予約権の概要は「第４

提出会社の状況、１ 株式の状

況、（2）新株予約権等の状況」

に記載のとおりであります。 



（重要な後発事象） 

  

  

前事業年度 
（自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日） 

当事業年度
（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

────── 当社は、平成18年４月10日開催の取締役会において、

デジタルコンテンツ事業の映像企画力を強化し、収益性

を高めることを目的として、株式会社ティーシー・マッ

クスの株式を取得し子会社化することを決議し、平成18

年４月24日に株式取得を実施致しました。 

株式取得に関する概要は次のとおりであります。 

１．株式取得の相手先の名称 

金子彰宏 他 

２．買収会社の名称、事業内容、規模 

（会社の名称） 

株式会社ティーシー・マックス 

（事業内容） 

ＴＶＣＭ企画制作 

（規模） 

平成17年４月期売上高  1,657百万円 

３．株式取得の時期 

平成18年４月24日 

４．取得する株式の数、取得価額及び取得後の持分比率 

取得株式数 776株 

取得価額  28百万円 

持分比率  97％ 



④【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

  

【その他】 

  

  

銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額 
（千円） 

投資有価証
券 

その他有
価証券 

㈱ティー・ワイ・オー 217,000 153,202 

カラージップジャパン㈱ 20 25,000 

㈱三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループ 7 13,422 

シリコンスタジオ㈱ 100 10,939 

㈱ぴえろ 5,000 10,000 

㈱電通 12 4,692 

㈱テー・オー・ダブリュー 2,197 1,533 

㈱りそなホールディングス 3 1,245 

㈱エンターテイメントボウル 24 1,200 

㈱スペースグラフィックス 20 1,000 

その他（６銘柄） 9,748 2,031 

小計 234,131 224,266 

計 234,131 224,266 

銘柄 券面総額（千円）
貸借対照表計上額 
（千円） 

有価証券 
その他有
価証券 

野村マネーマネージメントファンド 591 591 

小計 591 591 

計 591 591 



【有形固定資産等明細表】 

（注）当期増加額及び当期減少額のうち主なものは次のとおりであります。 

  

資産の種類 
前期末残高 
（千円） 

当期増加額 
（千円） 

当期減少額
（千円） 

当期末残高
（千円） 

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額 
（千円） 

当期償却額 
（千円） 

差引当期末残
高 
（千円） 

有形固定資産   

建物 28,578 403 － 28,981 13,079 2,473 15,902

機械及び装置 435 － － 435 413 － 21

工具器具及び備品 38,984 12,787 5,363 46,407 31,450 3,245 14,957

有形固定資産計 67,997 13,190 5,363 75,825 44,943 5,718 30,882

無形固定資産   

電話加入権 6,814 － － 6,814 － － 6,814

電話施設利用権 280 － － 280 145 14 135

ソフトウェア 99,224 3,925 － 103,149 57,793 18,216 45,355

無形固定資産計 106,319 3,925 － 110,244 57,939 18,230 52,305

長期前払費用 － － － － － － －

繰延資産   

新株発行費 － － － － － － －

繰延資産計 － － － － － － －

  
工具器具及び備品 

増加 IRビデオ制作 12,000

  減少 事務機器廃棄 5,363

  ソフトウェア 増加 基幹システム機能追加 3,925



【資本金等明細表】 

（注）１．当期末における自己株式数は、普通株式371,396株であります。 

２．資本金及び株式払込剰余金の当期増加額は、新株引受権及び新株予約権の権利行使（ストックオプション）によるもの

であります。 

３．当期減少額は、前期決算の利益処分によるものであります。 

  

【引当金明細表】 

（注）当期減少額「その他」は、債権回収による戻入額30千円であります。 

  

  

区分 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

資本金（千円） 448,727 7,273 － 456,001

資本金のうち
既発行株式 

普通株式（注）１ （株） （7,061,288） （7,184,488） （   －）（14,245,776）

普通株式（注）２ （千円） 448,727 7,273 － 456,001

計 （株） （7,061,288） （7,184,488） （   －）（14,245,776）

計 （千円） 448,727 7,273 － 456,001

資本準備金及
びその他資本
剰余金 

（資本準備金） 
株式払込剰余金 
（注）２ 

（千円） 443,881 7,217 － 451,099

合併差益 （千円） 6,564 － － 6,564

計 （千円） 450,446 7,217 － 457,663

利益準備金及
び任意積立金 

（利益準備金） （千円） 5,300 － － 5,300

（任意積立金） 
特別償却準備金 
（注）３ 

（千円） 9,941 － 2,793 7,148

別途積立金 （千円） 160,000 － － 160,000

計 （千円） 175,241 － 2,793 172,448

区分 
前期末残高 
（千円） 

当期増加額
（千円） 

当期減少額
（目的使用） 
（千円） 

当期減少額
（その他） 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

貸倒引当金（注） 45,584 － 40,100 30 5,454

賞与引当金 10,790 14,204 10,790 － 14,204



(2）【主な資産及び負債の内容】 

① 流動資産 

ａ．現金及び預金 

  

ｂ．売掛金 

(a）相手先別内訳 

  

(b）売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 

（注）１．当期発生高には消費税等が含まれております。 

  

ｃ．貯蔵品 

  

区分 金額（千円）

現金 407 

預金の種類 

当座預金 141,169 

普通預金 15,332 

別段預金 4,441 

小計 160,943 

合計 161,351 

相手先 金額（千円）

(財)下関海洋科学アカデミー 210 

合計 210 

前期繰越高 
（千円） 

当期発生高 
（千円） 

当期回収高 
（千円） 

次期繰越高
（千円） 

回収率（％） 滞留期間（日） 

(A) (B) (C) (D)
(C) 

─────
(A) ＋ (B)

× 100

(A) ＋ (D) 
───── 
２ 

────── 
(B) 

───── 
365 

623,978 1,184,457 1,808,226 210 99.9 96

品名 金額（千円）

印紙 19 

切手 357 

合計 376 



ｄ．関係会社短期貸付金 

  

② 固定資産 

a．関係会社株式 

  

b．敷金及び保証金 

  

相手先 金額（千円）

㈱ウイーズ・ブレーン 230,000 

㈱プレント 220,000 

デジタルサイト㈱ 210,000 

マックレイ㈱ 130,000 

合計 790,000 

相手先 金額（千円）

㈱プレイズ 623,963 

マックレイ㈱ 579,573 

㈱プレント 483,455 

デジタルサイト㈱ 275,966 

ポノポノコミュニケーションズ㈱ 80,038 

その他 78,677 

合計 2,121,674 

相手先 金額（千円）

㈲ケー二十一 64,785 

ＢＭＳ㈱ 44,819 

㈱東京流通センター 40,116 

㈱東京デザインセンター 38,217 

㈱イマス 13,000 

その他 4,232 

合計 205,171 



③ 流動負債 

ａ．買掛金 

  

ｂ．短期借入金 

  

c．関係会社短期借入金 

  

(3）【その他】 

該当事項はありません。 

  

相手先 金額（千円）

㈱ウイーズ・ブレーン 411 

合計 411 

相手先 金額（千円）

㈱三菱東京ＵＦＪ銀行 550,000 

㈱みずほ銀行 350,000 

㈱三井住友銀行 200,000 

合計 1,100,000 

相手先 金額（千円）

㈱プレイズ 420,000 

合計 420,000 



第６【提出会社の株式事務の概要】 

  

  

決算期 ２月末日 

定時株主総会 ５月中 

基準日 ２月末日 

株券の種類 100株券、10,000株券

中間配当基準日 ８月31日 

１単元の株式数 100株 

株式の名義書換え  

取扱場所 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 証券代行部 

株主名簿管理人 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

取次所 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 全国各支店

名義書換手数料 無料 

新券交付手数料 無料 

単元未満株式の買取り  

取扱場所 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 証券代行部 

株主名簿管理人 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

取次所 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 全国各支店

買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額 

公告掲載方法 日本経済新聞

株主に対する特典 該当事項はありません。



第７【提出会社の参考情報】 

  

１【提出会社の親会社等の情報】 

当社は、親会社等はありません。 

  

２【その他の参考情報】 

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1）有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第24期）（自 平成16年３月１日 至 平成17年２月28日）平成17年５月27日関東財務局長に提出。 

(2）有価証券報告書の訂正報告書 

 平成17年６月24日関東財務局長に提出。 

 事業年度（第24期）（自 平成16年３月１日 至 平成17年２月28日）の有価証券報告書に係る訂正報告書であります。 

(3）半期報告書 

 （第25期中）（自 平成17年３月１日 至 平成17年８月31日）平成17年11月24日関東財務局長に提出。 

(4）自己株券買付状況報告書 

 報告期間 （自 平成17年２月１日 至 平成17年２月28日）平成17年３月３日関東財務局長に提出。 

報告期間 （自 平成17年11月16日 至 平成17年11月30日）平成17年12月５日関東財務局長に提出。 

報告期間 （自 平成17年12月１日 至 平成17年12月31日）平成18年１月５日関東財務局長に提出。 

報告期間 （自 平成18年１月１日 至 平成18年１月31日）平成18年２月１日関東財務局長に提出。 

報告期間 （自 平成18年２月１日 至 平成18年２月28日）平成18年３月１日関東財務局長に提出。 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

  

該当事項はありません。 

  

  



  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  独立監査人の監査報告書  

      平成１７年５月２６日

株式会社レイ       

  取締役会 御中   

  監査法人トーマツ   

  
代表社員 

関与社員 

  
  
公認会計士 永田 高士  印 

  関与社員   公認会計士 石倉 博   印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

株式会社レイの平成１６年３月１日から平成１７年２月２８日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結

貸借対照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査

を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する

意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、

当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試

査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も

含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、

株式会社レイ及び連結子会社の平成１７年２月２８日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経

営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

追記情報 

 セグメント情報の「事業の種類別セグメント情報」の「（注）６．営業費用の配賦方法の変更」に記載されている

とおり、当連結会計年度より全社共通費を配賦不能営業費用として「消去又は全社」に表示する方法に変更してい

る。 

  

 会社と当監査法人又は関与社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

（注） 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が連結財務諸表に添

付する形で別途保管しております。 



  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  独立監査人の監査報告書  

      平成１８年５月３０日

株式会社レイ       

  取締役会 御中   

  監査法人トーマツ   

  
指定社員 

業務執行社員 

  
  
公認会計士 永田 高士  印 

  
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 木村 研一  印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

株式会社レイの平成１７年３月１日から平成１８年２月２８日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結

貸借対照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査

を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する

意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、

当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試

査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も

含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、

株式会社レイ及び連結子会社の平成１８年２月２８日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経

営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

（注） 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が連結財務諸表に添

付する形で別途保管しております。 



  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  独立監査人の監査報告書  

      平成１７年５月２６日

株式会社レイ       

  取締役会 御中   

  監査法人トーマツ   

  
代表社員 

関与社員 

  
  
公認会計士 永田 高士  印 

  関与社員   公認会計士 石倉 博   印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

株式会社レイの平成１６年３月１日から平成１７年２月２８日までの第２４期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借

対照表、損益計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあ

り、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、

当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を

基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め

全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理

的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式

会社レイの平成１７年２月２８日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点

において適正に表示しているものと認める。 

  

追記情報 

 重要な会計方針に記載されているとおり、持株会社制に移行したことに伴い、子会社であるデジタルサイト株式会

社及び株式会社ウィーズ・ブレーンからの経営指導料等の業務委託収入を販売費及び一般管理費から控除する方法か

ら売上高として計上する方法に変更しております。 

  

 会社と当監査法人又は関与社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

（注） 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が財務諸表に添付す

る形で別途保管しております。 



  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  独立監査人の監査報告書  

      平成１８年５月３０日

株式会社レイ       

  取締役会 御中   

  監査法人トーマツ   

  
指定社員 

業務執行社員 

  
  
公認会計士 永田 高士  印 

  
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 木村 研一  印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

株式会社レイの平成１７年３月１日から平成１８年２月２８日までの第２５期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借

対照表、損益計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあ

り、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、

当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を

基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め

全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理

的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式

会社レイの平成１８年２月２８日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点

において適正に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

（注） 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が財務諸表に添付す

る形で別途保管しております。 
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